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登録免許税における不動産の「価額」を巡る争いについて 
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◆SUMMARY◆ 

登録免許税は、納税義務の成立と同時に特別の手続を要しないで納付すべき税額が確定す

る自動確定方式による租税であり、現金納付を原則としながらも印紙納付も可能とする流通

税である。その納税義務は、取引の都度日々大量に成立することから税額確定に特別の手続

を要しない簡易迅速な確定が求められる。 
このような性格を持つ登録免許税において、不動産の登記の場合における課税標準たる不

動産の価額は、当該登記の時における不動産の価額によることとされ、この「当該登記の時

における不動産の価額」とは、当該登記の時における当該不動産の客観的な交換価値、すな

わち「時価」をいうものと解される。しかしながら、登記官が、登記の時の「時価」を判断

することは容易ではなく、申請人にとっても、登記の迅速処理という点からみても問題が生

じる。 
本稿は、登録免許税の不動産の価額について争われた裁決事例及び裁決要旨等を検討する

ことにより、「登録免許税における不動産の価額」に関して、具体的にどのような問題が生じ、

それについてどのような解決策があるのかについて検討するものである。また、課税標準と

して登録免許税と同じ台帳価格を使用している不動産取得税について、同様な問題が存在し

ていないかについても言及するものである。（平成 27 年 1 月 30 日税務大学校ホームページ

掲載） 
（税大ジャーナル編集部） 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解

を示すものではありません。 
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はじめに 

登録免許税は、納税義務の成立と同時に特

別の手続を要しないで納付すべき税額が確定

する、自動確定方式による租税（国税通則法

15 条 3 項 5 号）であり、現金納付を原則とし

ながらも、印紙納付も可能とする流通税(1)で

ある。なお、このように自動確定方式が採用

され、印紙納付を建前とする租税には、自動

車重量税、印紙税等があるが、その納税義務

は、取引の都度日々大量に成立することから、

税額確定に特別の手続を要しない簡易迅速な

確定が求められている。 
このような性格を持つ登録免許税において、

不動産の登記の場合における課税標準たる不

動産の価額は、当該登記の時における不動産

の価額によることとされ（登録免許税法 10
条 1 項）、この「当該登記の時における不動

産の価額」とは、当該登記の時における当該

不動産の客観的な交換価値、すなわち「時価」

をいうものと解される。しかしながら、登記

官が、登記の時の「時価」をその都度判断す

ることは容易ではなく、申請人にとっても、

登記の迅速処理という点からみても問題が生

じる。そこで、昭和 42 年に登録税法から登

録免許税法へと全面改正された際に、同法附

則第 7 条に「・・・課税標準たる不動産の価
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額は、当分の間、当該登記の申請の日の属す

る年の前年 12月 31日現在又は当該申請の日

の属する年の 1 月 1 日現在において地方税法

第 341条第 9号に掲げる固定資産課税台帳に

登録された当該不動産の価格を基礎として政

令で定める価額によることができる。」と規定

され、政令として登録免許税法施行令附則第

3 項及び第 4 項が設けられた。 
上記のとおり、同法附則第 7 条の規定は

「・・・固定資産課税台帳に登録された当該

不動産の価格を基礎として政令で定める価額

によることができる。」としているだけであり、

登録免許税における課税標準たる不動産の価

額は、あくまでも当該登記の時における不動

産の「時価」であることに変わりはない。こ

れについて、「登録免許税については、課税標

準が時価とされる場合など算定が常に容易で

あるかについては疑問がないわけではなく、

立法論として、登録免許税をすべての場合に

自動確定の租税とすることには問題があると

する見解(2)もある」(3)との指摘がある。すな

わち、登録免許税は自動確定方式による租税

でありながら、課税標準を常に容易に算定す

ることが困難な不動産の時価を原則とするこ

とに問題がある、と言い換えることができよ

う。そして、上記のとおり、登録免許税の課

税標準たる不動産の価額は、実際には、迅速

な処理や課税標準の統一のため、固定資産課

税台帳に登録された不動産の価額（以下「台

帳価格」という。）を基礎として政令で定める

価額によることができるとしているが、それ

により、登録免許税における課税標準たる不

動産の価額に関する問題は解決されているの

であろうか。そして、登録免許税における争

いの多くが不動産登記に関するものであるが、

それは上記の不動産の価額に関する問題が解

決されていないことも主な原因ではないだろ

うか。 
そこで、本稿では、公表された登録免許税

に関する裁決事例及び裁決要旨等を検討する

ことにより、「登録免許税における不動産の価

額」に関して具体的にどのような問題が生じ、

それについてどのような解決策があるのかに

ついて検討することとしたい。また、課税標

準として登録免許税と同じ台帳価格を使用し

ている不動産取得税について、同様な問題が

生じていないのかについても言及することと

したい。 
 

１ 総論 

１.１ 制定の趣旨（登録税法から登録免許税

法へ） 

登録免許税法は、何時、どのような理由で

制定されたのであろうか。登録免許税法の前

身である登録税法は、明治 29 年法律第 27 号

として制定されたが、その制定の趣旨につい

ては、「本法ハ未タ我邦ニ於テ制定セサル新法

ニシテ戦後ノ今日財政ノ困難ナル場合ニ於ケ

ル新案タリ即チ財務ノ急ニ當リテ本法ヲ制定

シタルモノナリ而シテ此法中従来名ヲ異ニシ

テ賦課シ来レルモノアリ即チ登記料又ハ手数

料又ハ免許料トシテ徴収セリ又巳ニ官簿又ハ

公簿ニ登録ヲ要セルモノアリ彼ノ登記法、商

法中会社登記法、版権、特許、専売、戸籍法、

土地台帳規則等ノ如シ然ルニ今ハ之レト共ニ

他ニ従来要セサリシ所ノモノト雖モ登録シ且

ツ税ヲ賦課スルニ至レルナリ」(4)と説明され

ている。このように、登録税法は、日清戦争

（明治 27 年 7 月～28 年 3 月）による戦後の

財政需要に応ずるために制定され、明治 29
年 4 月 1 日に施行され、登録税法施行前に登

記料、手数料又は免許料の名称で徴収されて

いたもので登録税と重複するものは廃止され

た。その後、登録税法は、その後経済の推移

に応じ数次にわたる改正がされ、昭和 23 年 7
月に第二次大戦後のインフレによる財政再建

のためにとられた増税措置の一環として改正

された。その後、他の法令の規定の改正に伴

う関連規定について若干の改正がされたが、

根本的な改正は行われなかった。そして、昭
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和 42 年に全面改正が行われることになった

のである。この改正目的については、「旧登録

税（改正前の登録税）の税率は、定額税率と

定率税率とがある。前者については、昭和 23
年 7 月以降の所得水準や物価水準の変化にか

かわらずそのまますえおかれているので、税

負担は相対的に減少しているが、後者につい

ては、それを反映しているためその間に負担

のアンバランスを生じている。そこで、この

点について検討し、負担調整をしたことが今

回改正した第一の目的である。このほか、旧

登録税は、財産権その他の権利または個人の

資格を法令の規定に基づいて公簿に登記また

は登録されることによって、その登記または

登録による利益に着目して担税力を求めるも

のであったが、今回の改正においては、この

ほかこれに類似するものとして法令の規定に

基づく事業の開始等の場合の特許、免許、許

可、認可および指定についても課税すること

としている。これが改正の第二の点である。」

(5)と説明されている。この改正によって、法

令名、税目についても「免許」という用語が

追加され、それぞれ、「登録免許税法」、「登録

免許税」に改正された。この改正では、その

ほか「課税標準及び税額の計算の合理化」と

して、課税標準である不動産等の価額の明確

化、抵当権等の担保物権や地上権等の用益物

権に関する登記等の場合の課税標準及び税額

の計算について簡素合理化が行われた。また、

「税体系の整備合理化」として、従来、明文

で規定されていなかった納税義務者、納税地

等を明文化したほか、納付方法については、

従来から認められていた印紙納付の方法に加

えて、現金納付の方法が併用されることに

なった。さらに、過誤納金の還付方法や還付

加算金の計算等についても明文で定められた

(6)。そして、全文改正された登録免許税法は、

昭和 42 年 8 月 1 日以後に受ける登記、登録

等につき課されるべき登録免許税について適

用され、その後も数次にわたる改正がされ、

現在に至っている。以下、現行の登録免許税

のしくみについて概観しておくこととする。 
１.２ 納税義務者 

登録免許税の納税義務者は、登記等（登記、

登録、特許、免許、許可、認可、認定、指定

及び技能証明）を受ける者であるが、複数の

者が共同で登記・登録等を受ける場合は、こ

れらの者は、連帯して納税義務を負うことと

されている（登録免許税法 3 条）。不動産登

記は、登記権利者と登記義務者が共同申請で

行うのが原則であることから（不動産登記法

60 条）、いずれの者が「登記等を受ける者」

となるのかが問題となるが、登記権利者と登

記義務者の双方を意味すると解するのが相当

であり、また、登記は、申請に対して行われ

るものであるが、登記を受けるのは登記申請

人であることから、共同申請の場合には、登

記権利者と登記義務者が連帯して納税義務を

負うと解するべきであるとされている。 
１.３ 課税物件 

課税物件とは、各税法が担税力を認めて課

税対象とした物、行為又は事実のことをいう

が、登録免許税の課税物件は、登記等である。

登記等とは、上記のとおり、登記、登録、特

許、免許、許可、認可、認定、指定及び技能

証明であり、登録免許税法別表第１に掲げら

れている。その範囲はかなり広く、法令で認

められている登記、登録のほとんどが課税の

対象とされ、また、いわゆる特許行為や許認

可も広くその対象とされている。例えば、不

動産の場合には、登記が課税物件ということ

になるが、その理由について、大阪地裁昭和

53 年 4 月 18 日判決は、「登録免許税は、い

わゆる講学上の所得税、収益税ではなく流通

税に属し、各種の登記、登録等を担税力の間

接的表現としてとらえ、登記、登録を課税対

象とするものである。これを不動産登記につ

いてみれば、不動産の登記を受けることによ

り第三者に対する対抗力を備え、それにより

権利が保護される等の利益を受けることから
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その背後にある担税力に着目して課税される

もので、不動産の取得者が当該不動産の取得

によって現実に得られる財産的価額や当該不

動産を使用、収益、処分することによる利益、

即ち現実に発生し又は発生するであろう所得

に着目し、これに課税するものではない。」と

判示している。 
１.４ 課税標準 

次は、本稿において重要な課税標準につい

てである。不動産を登記する場合の課税標準

たる不動産の価額は、当該登記の時における

不動産の価額により（登録免許税法 10 条 1
項前段）、その不動産の上に所有権以外の権利

その他処分の制限があるときは、その権利そ

の他処分の制限がないものとした場合の価格

によることとされている（登録免許税法 10
条 1 項後段(7)）。この「当該登記の時における

不動産の価額」とは、当該登記の時における

当該不動産の客観的な交換価値、すなわち「時

価」をいうものと解される。 
しかしながら、登記官が、登記の時の「時

価」をその都度判断することは容易ではなく、

申請人にとっても、登記の迅速処理という点

からみても問題が生じる。そこで、昭和 42
年の全面改正の際に、登録免許税法附則第 7
条に「新法別表第 1 の第 1 号に掲げる不動産

の登記の場合における新法第 10 条第 1 項の

課税標準たる不動産の価額は、当分の間、当

該登記の申請の日の属する年の前年 12 月 31
日現在又は当該申請の日の属する年の 1 月 1
日現在において地方税法第 341条第 9号に掲

げる固定資産課税台帳に登録された当該不動

産の価格を基礎として政令で定める価額によ

ることができる
．．．

。（傍点は筆者）」と規定され、

この政令として、登録免許税法施行令附則第

3 項と第 4 項が設けられた。 
「昭和 42 年改正税法のすべて」（149 頁）

には、「不動産登記の場合において課税標準と

される不動産の価額については、いかなる価

額をさすかは、従来明確な規定がなく、その

解釈にまかされていたところである。従来、

その解釈としては、不動産の価額は登記の時

における価額（時価の額）をいうとされてい

る。しかし、その時価の額については、評価

の困難性という問題があることから各登記所

においてはその評価の基準を定めて、その基

準によって評価額を計算することとしている。

この基準は必ずしも全国的に統一されている

ものでなく、その地方における実情を考慮し

て定められているが、大部分の登記所では固

定資産課税台帳に登録されている価額（これ

を「固定資産台帳価格」という。）を基礎とし

てこれに一定割合を乗ずる方法がとられてい

る。そこで今回の改正においては、このよう

な現状に着目し、特別な事情がある場合を除

き固定資産台帳価格を課税標準とすることが

できることとしている。」と解説されている。

すなわち、不動産の価額は登記の時における

価額（時価）であるが、納税者がその時価で

ある固定資産台帳価格（台帳価格）を課税標

準として納税した場合には、その計算が認め

られることになったのである。続いて、「この

ように固定資産課税台帳価格によることがで

きることとし、これによることを強制してい

ないのは、その不動産の価額が固定資産台帳

価格よりも必ずしも低いとは限らない（『固定

資産台帳価格がその不動産の価額よりも必ず

しも低いとは限らない』の誤りであろう。（筆

者－注））ことによる(8)。なお、不動産につい

て固定資産課税台帳に登録されていない場合

には、登録された不動産と比準して登記官が

認定した価額によることとなる。またその不

動産について増築、改築、損壊、地目の変換

その他これらに類する特別の事情があるもの

については、固定資産台帳価格を基礎として、

その特別な事情を考慮して登記官が認定した

価額によることとしている（令附則③、④）。

不動産の価額を固定資産台帳価格によるかど

うかは、登記を受ける者の選択に委ねている

わけであるが、固定資産台帳価格を課税標準
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とする場合には、その価格を証明する書類を

登記の申請書に添付する必要があると考え

る。」と解説されている。この解説からも、固

定資産台帳価格（台帳価格）によることを強

制してはいないとはしながらも、課税標準た

る不動産の価額は、基本的には台帳価格とし、

仮に、台帳価格がない場合又は特別の事情が

ある場合であっても、できる限り、台帳価格

を重視するとの考え方（以下、この考え方を

「台帳重視説」(9)と呼ぶ。）が表れているとい

うことができよう。したがって、仮に、登録

免許税法施行令附則第 3 項と第 4 項による価

額（台帳価格、登記機関又は登記官の認定価

額）が何らかの理由によりその不動産の時価

を表していない場合には、登録免許税法第 10
条第 1 項による不動産の価額（時価）を他の

方法により求めなければならないが、この場

合であっても、台帳重視説に立てば、できる

限り、台帳価格の算定方法（固定資産評価基

準(10)）に従った方法により当該不動産の価額

（時価）を算定すべきことになろう。 
上記で述べた登録免許税法第 10条第 1項、

同法附則第 7 条、同法施行令附則第 3 項・第

4 項の関係をまとめて図に示すと、次のとお

りとなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）登録免許税法 10条 1項、法附則 7条及び令附則 3項・4項の関係図 
 

不動産の価額（法 10 条 1 項）⇒「時価」 

 
課税台帳の登録価格を基礎として政令で定める価額（法附則７条） 

 
「特別の事情」なし（令附則 3 項）         「特別の事情」あり（令附則 4 項） 

 
登録価格（台帳価格） 登録価格（台帳価格） 
があるもの がないもの 

 
 
 

※ 特別の事情とは、登記の目的

となる不動産について増築、改

築、損壊、地目の変換その他こ

れらに類する事情をいう。 
 
 

（次の各号） 
１ 登記の申請の日がその年の 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間内であるもの その年の前年 12 月 31
日現在において課税台帳に登録された当該不動産の価格に百分の百を乗じて計算した金額 

２ 登記の申請の日がその年の 4 月 1 日から 12 月 31 日までの期間内であるもの その年の 1 月 1 日現

在において課税台帳に登録された不動産の価格に百分の百を乗じて計算した金額 
（注）法附則 7 条（令附則 3 項・4 項を含む）を適用した価額が、法 10 条 1 項の不動産の価額（時価）

でない（「特段の事情」がある）場合には、他の方法により同項の価額（時価）を求めることになり、

↑は、そのことを意味している。 

次の各号に掲げる

当該不動産の登記

の申請の日の属す

る日の区分に応じ

当該各号に掲げる

金額に相当する価

額 

当該不動産の登記の申請の日において

当該不動産に類似する不動産で課税台

帳に登録された価格のあるものの次の

各号に掲げる当該申請の日の区分に応

じ当該各号に掲げる金額を基礎として

当該登記に係る登記機関が認定した価

額とする。 

法附則 3 項の規定により計算

した金額を基礎とし特別の事

情※を考慮して当該登記官が

認定した価額 
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登録免許税法第 10 条第 1 項による不動産

の価額とは、不動産の時価であり、「時価」と

は一般に客観的な交換価値を意味すると述べ

たが、そもそも、時価は、ある一点の価格（1
つの価格）を意味する概念なのか、それとも

一定の幅の中にある価格（複数ある価格）を

意味する概念なのか、を明らかにしておく必

要があると考える。なぜならば、本稿のテー

マである不動産の「価額」を考える上で重要

な事項だからである。登録免許税法に限らず、

「時価」という用語を使用した税法等の規定

があるが、登録免許税における判例等におい

ては、この点について判示したものは見当た

らず、相続税法第 22 条は、「財産の価格は、

当該財産の取得の時における時価」によると

規定していることから、相続税における裁判

例を見てみることとする。時価には一定の幅

がある概念であるとした裁判例としては、①

東京高裁平成 5 年 3 月 15 日判決（行政事件

裁判例集 44 巻 3 号 213 頁）とその原審であ

る東京地裁平成 4 年 7 月 29 日判決（行政事

件裁判例集 43 巻 6・7 号 999 頁）、②東京高

裁平成 5 年 12 月 21 日判決（税務訴訟資料

199 巻 1302 頁）とその原審である東京地裁

平成 5 年 2 月 16 日判決（判例タイムズ 845
号 240 頁）がある。①の東京高裁平成 5 年 3
月 15 日判決は、「評価基本通達による評価額

が市場価格に比して一定の限度で低額に設定

されるのもやむを得ないというべきであるが、

（このような事情のもとで低額に設定された

評価基本通達による評価額も法 22 条にいう

『時価』ということができ、この限度で右『時

価』概念も一定の幅をもった概念ということ

ができる。）」と判示し、②の東京地裁平成 5
年 2 月 16 日判決は、「相続税法 22 条にいう

『時価』が、相続開始時における当該財産の

客観的な交換価格をいうものと解すべきこと

は前記のとおりであり、しかも、この客観的

な交換価格というものは必ずしも一義的に確

定され得るものではなく、当然に一定の幅を

もった概念として理解されるべきものである

ことはいうまでもないところである。」と判示

している。一方で、東京地裁平成 19 年 8 月

23 日判決（判例タイムズ 1264 号 184 頁）で

は、「土地の時価すなわち客観的交換価値は、

地価公示価格とおおむね一致すると考えられ

る・・・」と判示している（ただし、この判

示でも土地の時価は、地価公示価格と一致す

るとまではいっておらず、具体的な価額をい

うのか示しているわけではない。）。現に、上

記のとおり、相続税法第 22 条に、「財産の価

格は、当該財産の取得の時における時価」に

よると規定されているものの、課税実務にお

いては、一般に、土地（主に宅地）の価格に

ついて、地価公示価格等の 8 割の水準にある

路線価を長年使用され定着しているのである。

また、時価は時々刻々と変化するものであり、

本来であれば、その時における時価を求めな

ければならない。しかしながら、それは現実

的ではなく、また、路線価が 1 年間使用する

ものであるから時価の変動などを考慮しなけ

ればならないなどの理由も考えられるが、実

際には、誰もその絶対的な価値の測定をする

ことが極めて困難といえるからである。また、

時価を唯一の価格とする意味は乏しく、幅の

ある概念と捉えた方が、現実に様々な課税を

する上でも合理的な説明がし易いからではな

いだろうか。以上のことから、時価は一定の

幅（ただし、この時価の幅も財産により様々

で、それを厳密に見出すことも困難である。）

のある概念として検討を進めていくこととす

る。 
(参考１) 台帳価格の評価の適正化に伴う登

録免許税の負担軽減措置 

上記のとおり、不動産登記に係る登録免許

税の課税標準となる当該不動産の価額（登録

免許税法 9 条、10 条 1 項）は、台帳価格を基

礎として政令で定める価額によることができ

るとされているところ（登録免許税法附則 7
条、同法施行令附則 3 項）、この台帳価格に
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ついて評価の適正化が図られたことにより、

平成 6 年度の評価替えから地価公示価格水準

の 7 割程度をめどに評価されることになった。

その結果、同年度の台帳価格の引上げ幅が、

指定市（全国 47 都市）の平均で 3.02 倍と大

きなものであったことなどから、平成 6 年 4
月 1 日以降に受ける土地の登記に係る登録免

許税については、その課税標準を台帳価格を

基礎として政令で定める価格の一定割合とす

る負担調整措置が講じられることになった

(11)。この一定割合は、平成 6 年 4 月 1 日から

平成 11 年 3 月 31 日までの間 100 分の 40(12)

とされ、平成 11 年 4 月 1 日から平成 15 年 3
月 31 日までの間は、3 分の 1 とされたのであ

る(13)。 
例えば、平成 12 年法律第 13 号による改正

により、租税特別措置法第 84 条の 5（平成

15 年法律第 8 号による改正前のもの）は、「平

成 8年 4 月 1日から平成 15 年 3 月 31日まで

の間に受ける登録免許税法別表第 1 第 1 号に

掲げる不動産の登記（土地に関する登記に限

る。）に係る同法第 10 条第 1 項の課税標準た

る不動産の価額は、同法附則第 7 条の規定に

かかわらず、当該登記の申請の日の属する年

の前年 12月 31日現在又は当該申請の日の属

する年の 1 月 1 日現在において地方税法（昭

和 25 年法律第 226 号）第 341 条第 9 号に掲

げる固定資産課税台帳に登録された当該不動

産の価格を基礎として政令で定める価額に 3
分の 1 を乗じて計算した金額とする。」と規

定した。また、租税特別措置法施行令第 44
条の 3（租税特別措置法施行令第 44 条の 2
に改正後、平成 15 年政令第 139 号で削除）

第 1 項は、「租税特別措置法第 84 条の 5 に規

定する政令で定める価額は、地方税法第 341
条第 9 号に掲げる固定資産課税台帳（以下こ

の項において「課税台帳」という。）に登録さ

れた価格のある不動産については、次の各号

に掲げる当該不動産の登記の申請の日の属す

る日の区分に応じ当該各号に定める不動産の

価格に相当する価額とし、課税台帳に登録さ

れた価格のない不動産については、当該不動

産の登記の申請の日において当該不動産に類

似する不動産で課税台帳に登録された価格の

あるものの次の各号に掲げる当該申請の日の

区分に応じ当該各号に定める不動産の価格を

基礎として当該登記に係る登記官が認定した

価額とする。 一 登記の申請の日がその年

の 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間内であ

るもの その年の前年の 12月 31日現在にお

いて課税台帳に登録された当該不動産の価格 

二 登記の申請の日がその年の 4 月 1 日から

12 月 31 日までの期間内であるもの その年

の 1 月 1 日現在において課税台帳に登録され

た当該不動産の価格」と規定し、同条第 2 項

は、「法第 84 条の 4 の規定の適用がある場合

において、登記官が当該登記の目的となる不

動産について損壊、地目の変換その他これら

に類する特別の事情があるため前項に規定す

る価額によることを適当でないと認めるとき

は、同項の規定にかかわらず、当該不動産の

価額は、同項に規定する不動産の価格を基礎

とし当該事情を考慮して当該登記官が認定し

た価額とする。」と規定した。 
上記のとおり、登録免許税法附則第 7 条が

「政令で定める価額によることができる
．．．

。（傍

点は筆者）」と規定しているのとは異なり、租

税特別措置法第 84 条の 5 では、「政令で定め

る価額に 3 分の 1 を乗じて計算した金額とす
．

る
．
。（傍点は筆者）」と規定し、登録免許税法

附則第 7 条による価額が同法第 10 条第 1 項

の不動産の価額（時価）を表していない場合

を想定していないということができる。そも

そも租税特別措置法第 84 条の 5 が、特別立

法措置であることにもよるのであろうが、「政

令で定める価額に 3 分の 1 を乗じて計算した

金額」としている以上、「時価」とは異なる金

額を課税標準としていることは規定上からも

明らかである。すなわち、租税特別措置法第

84 条の 5（及び租税特別措置法施行令第 44 条
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の 3）の規定は、時価を「政令で定める価額に

3 分の 1 を乗じて計算した金額」に置き換える

規定であるということができるのである。 
(参考２) 登記実務上の取扱い 

昭和 42 年 7 月 22 日民事甲第 2121 号法務

省民事局長通達（以下「昭和 42 年の民事局

長通達」という。）は、「不動産の価額を課税

標準とする場合における当該不動産の価額は、

当分の間、原則として地方税法第 341 条第 9
号に掲げる固定資産課税台帳に登録された当

該不動産の価額（同法附則第 20 項以下に規

定するいわゆる調整額ではない。以下「評価

額」という。）によることとなったが（法附則

第 7 条及び施行令附則第 3 項、第 4 項）、登

記簿上の土地の地目、地積、建物の種類、構

造、床面積等の不動産の表示が、課税台帳上

の不動産の表示と異なる場合においては、そ

の不動産の現況が特に課税台帳上の表示と異

なっていることが明白に認められない限り、

評価額によるものとする。なお、評価額のな

い新築建物等の価額は、その不動産に類似す

る不動産の評価額と均衡を失しないよう登記

官が認定するものとする（施行令附則第 3 項

参照）。」としている。そして、この民事局長

通達に基づき、登記官による不動産の価額認

定が適正かつ統一的になされるように「登録

免許税課税標準価額認定要領」が各法務局及

び地方法務局において定められている。 
１.５ 税率と税額 

不動産登記に係る登録免許税の税率は、登

録免許税法別表第 1 の 1 号により、登記の区

分ごとに定められ、金額を課税標準とする場

合は千分比（例：千分の四）で、件数を課税

標準とする場合は定額（例：一件につき千円）

で表わされている。所有権保存の仮登記ない

し保存請求権の保全のための仮登記又は所有

権移転の仮登記ないし所有権の移転請求権の

保全のための仮登記のされている不動産等に

ついて所有権保全ないし移転の本登記をする

場合、その他それに類する場合について、税

率が軽減されている（登録免許税法 17 条）。

また、租税特別措置法によって、土地の売買

による所有権の移転登記等について税率が軽

減されており（租税特別措置法 72 条）、会社

分割に伴う不動産の所有権の移転登記等の税

率の軽減（租税特別措置法 81 条）など、多

数の税率軽減措置がある。 
 

２ 不動産の「価額」の争いの類型 

登録免許税の課税標準たる不動産価額につ

いて争われた裁決事例を上記の「（参考）登録

免許税法 10 条 1 項、法附則 7 条及び令附則 3
項・4 項の関係図」に従い、「特別の事情」が

ない場合（令附則 3 項）と「特別の事情」が

ある場合（令附則 4 項）に分けるとともに、

「特別の事情」がない場合を「台帳価格があ

る場合」と「台帳価格がない場合」に分け、

さらに前者を「台帳価格が時価として過大で

あると判断されたもの」と、「台帳価格が時価

として過大でないと判断されたもの」に分け、

後者を「認定価格が時価として過大であると

判断されたもの」と、「認定価格が時価として

過大でないと判断されたもの」に分けて考察

することとした。また、「特別の事情」がある

場合の事例については、実質的には「台帳価

格がある場合」と同様、台帳価格が時価とし

て過大であるか否かが争われたものが多いが、

「特別の事情」が主張されたものは、すべて

「特別の事情」があるか否かが争われた事例

に分類することとした。 
２.１ 台帳価格が時価として過大であるか

否かが争われた事例（「特別の事情」がなく、

台帳価格がある場合） 

２.１.１ 台帳価格が時価として過大である

と判断された事例 

最初の裁決事例は、土地の登記に関するも

ので、台帳価格はあるものの、時価を超えて

いるため、採用できないとされたものである。

審査請求人（以下「請求人」という。）が競売

で取得した土地の所有権の移転登記を受けた
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後、納付した登録免許税の課税標準額が当該

土地の実測面積を超える地積で計算されてい

たとして行った還付通知請求について、原処

分庁が還付の通知をすべき理由がない旨の通

知処分を行ったことから、請求人が同処分の

全部取消しを求めた事案である。 
(❶平 24.1.24 裁決・全部取消し：裁決要旨)

原処分庁は、登録免許税は、登記行為に対

して画一的に課されるものであるから、移転

登記後に、本件土地の地積が、過大であるこ

とが判明したとしても、適法に確定した登録

免許税に何ら影響はない旨主張する。しかし

ながら、登録免許税の課税標準たる不動産の

価額とは、登記の時における時価であると解

されるところ、簡易迅速な税額確定が求めら

れる登録免許税においては、基本的には固定

資産課税台帳（課税台帳）に登録された価格

（課税台帳価格）によるべきであるが、課税

台帳価格が何らかの理由により不動産の時

価を表していない場合には、他の方法により

求めた不動産の価額（時価）を登録免許税の

課税標準として採用することができると解

するのが相当である。また、土地の時価とは、

必ずしも一義的に確定され得るものはなく、

一定の幅をもった概念であるから、時価の算

定に当たり、合理性のある算定方法が複数あ

る場合には、それぞれの算定方法に従って算

出された各価額の範囲をもって時価相当額

と解すべきである。本件土地の場合、実際の

地積は課税台帳に登録された地積を下回る

ところ、本件土地の課税台帳価格は、地価公

示標準地の価格及び取引事例を基礎として

合理的に算出された単価に本件土地の実際

の地積を乗じて算定した本件土地の価額を

いずれも上回るから、当該課税台帳価格は、

時価を超えているものというべきであり、課

税標準とすべきではない。他方、請求人が主

張する本件土地の課税標準は、上記の本件土

地の価額の範囲内にあり、合理的に算定され

ていると認められることから、これをもって

課税標準とするのが相当である。（裁決事例

集 NO.86） 
本裁決で注目すべきは、①法令解釈におい

て、登録免許税法第 10 条第 1 項に規定する

不動産の価額と同法附則第 7 条に規定する課

税台帳価格の関係を、次のイないしハのとお

り明らかにし、「台帳重視説」の考え方に立ち

ながらも、「台帳価格が何らかの理由により不

動産の時価を表していない場合には、他の方

法により求めた不動産の価額（時価）を登録

免許税の課税標準として採用することができ

る」としたこと(14)、②時価は幅のある概念で

あることを前提とし、本件土地の台帳価格は

時価を超えていること及びその台帳価格を登

録地積で除して算出した単価に実測面積を乗

じて算出した価格がその土地の時価の幅の範

囲内にあることを、時価検証(15)した上で判断

していることである。 
イ 登録免許税法第 10 条第 1 項に規定する

不動産の価額 
登録免許税法第 10 条第 1 項は、不動産

の登記の場合における課税標準たる不動産

の価額について、当該登記の時における不

動産の価額による旨規定しているところ、

当該登記の時における不動産の客観的交換

価値、すなわち時価であると解される。 
ロ  登録免許税法附則第 7 条に規定する台帳

価格 
登録免許税法第 10 条第 1 項の課税標準

たる不動産の価額について、同法附則第 7
条は、当分の間、台帳価格を基礎として政

令で定める価額によることができる旨規定

しているが、これは、流通税的な性格を持

ち、納税義務の成立と同時に特別の手続を

要しないで納付すべき税額が確定する登録

免許税において、その課税標準たる不動産

の時価を登記官がその都度判断することが

容易ではないことから、登記事務の迅速処

理を考慮して規定されたものと解される。 
ハ 登録免許税法第 10 条第 1 項に規定する
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不動産の価額と同法附則第 7 条に規定する

台帳価格の関係 
上記イとロからすると、簡易迅速な税額

確定が求められる登録免許税においては、

課税台帳価格という課税標準を一律に適用

することにより課税の公平が担保されるこ

とから、同法第 10 条第 1 項に規定する課

税標準たる不動産の価額は、基本的には台

帳価格によるべきである。しかしながら、

台帳価格が何らかの理由により不動産の時

価を表していない場合には、他の方法によ

り求めた不動産の価額（時価）を登録免許

税の課税標準として採用することができる

と解するのが相当である。 
本件土地の登録地積と実測地積の隔差は、

約 114 ㎡（3 割相当）あったことから、直ち

に、時価の幅を超えており実測地積で評価す

べきと判断することができたとも考えられる

が、仮に、本件の登録地積と実測地積との隔

差が 3 割程度ではなく、2 割、1 割、・・・10
㎡、5 ㎡、1 ㎡、・・・0 ㎡であったとすれば、

どこかで時価の範囲内に入っているはずであ

り、その場合でも台帳価格を修正することは、

登録免許税が自動確定方式の税であること、

登録免許税法附則第 7 条の規定の趣旨（「登

記の迅速な処理」、「課税標準の算定方法の統

一」等）からしても、問題があると考える（ま

た、これが台帳重視説の根拠にもなるであろ

う。）。しかしながら、本件の場合には、本件

土地の台帳価格が本件土地の時価の幅を超え

ていることから、「他の方法により求めた不動

産の価額」を算定し、その価額が当該時価の

幅の範囲内にあることを検証した上で、その

不動産の価額を採用しているのである。 
本裁決は、このように時価の幅を実際に検

証して登録地積に基づく台帳価格では時価の

幅を超えていることを示し、また、実測地積

に基づき修正した台帳価格は時価の幅の範囲

内にあることも示していることから説得力が

あるものになっている。 

ところで、どのような場合に時価検証を行

うべきであろうか。当然のことながら事案に

よって異なると考えられるが、①本件のよう

に、登記地積が実測地積と相当程度異なる場

合で、その台帳価格が時価の幅の範囲内にあ

るのか否かが不明である場合、②その土地の

課税台帳の地目が一部異なっている場合、例

えば、課税台帳の地目がすべて宅地となって

いるが、実際には山林（がけ地部分にあり、

実際に木が生えている）部分が一部混在して

いる場合（宅地とがけ地部分の山林では、固

定資産評価額に相当な違いがある）、③請求人

がその台帳価格は時価ではなく、請求人が実

際に売買により取得した価格とすべきである

と主張する場合（台帳価格と売買価格に隔差

がある場合）等が考えられる。すなわち、そ

の台帳価格が時価の幅の範囲内にあるのか

（又は請求人が主張する価格が時価の幅の範

囲内にあるのか）否かが実際に時価検証しな

いと分からない場合ということになる。ただ

し、時価検証するためには、取引事例などの

客観的なデータが必要となることから、すべ

ての場合に十分な時価検証を行うことは困難

であろう。 
次の裁決事例も、土地の登記に関するもの

で、本件登記の時における固定資産課税台帳

に登録されていた土地の地目の一部が現況と

異なっていたというものである。次の裁決要

旨には、特に時価検証した旨の記述はないが、

地目の相違により、台帳価格が時価を超えて

いることが明らかな事案であったのではない

かと考えられる。 
(❷平 17.1.11 裁決・一部取消し：裁決要旨) 

原処分庁は、請求人が競売により取得した

「本件土地」に係る登録免許税の課税標準の

額について、平成 15 年度の固定資産課税台

帳に登録された評価額（以下「台帳価格」と

いう。）は、本件土地の現況が一部雑種地で

あるのにすべて宅地であるとして過大に算

定されているからその一部を減額すべきで
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あるとの請求人の還付通知をすべき旨の請

求に対し、登記簿上の不動産の表示が固定資

産課税台帳上の不動産の表示と異なってい

ることが明白に認められない限り、台帳価格

によるものとされていることから、原処分庁

が行った還付通知をすべき理由がない旨の

通知処分は適法である旨主張するが、①H 町

長は、請求人らの台帳価格の見直し申請に対

し、現況を調査し、平成 15 年度台帳価格に

おいてすべて宅地として評価していたもの

を平成 16 年度台帳価格においては、その一

部を雑種地として評価していること、②当審

判所が調査したところ、本件土地は、その一

部の現況が雑種地と認められること、③競売

に係る本件不動産（本件土地を含む。）の取

得価額は、本件土地の台帳価格に比して大幅

に低い価額となっていることを考え合わせ

ると、本件土地の平成 15 年度台帳価格は、

本件登記の時における本件土地の適正な価

額を反映していないといわざるを得ないか

ら、本件土地を取得したときの現況による用

途により求められる台帳価格をもって登録

免許税の課税標準の額とするのが相当であ

る。（裁決要旨のみ公表） 
この裁決要旨の原処分庁と請求人の主張を

見ると、請求人が「本件土地の現況
．．

が一部雑

種地であるのにすべて宅地であるとして過大

に算定されている（傍点は筆者）」との主張に

対し、原処分庁は「登記簿上の不動産の表示

が固定資産課税台帳上の不動産の表示と異

なっていることが明白に認められない限り、

台帳価格によるものとされていることから、

原処分庁が行った還付通知をすべき理由がな

い旨の通知処分は適法である」と、前述した

昭和 42 年の民事局長通達に従った旨を主張

している。しかしながら、同通達では、「登記

簿上の不動産の表示が、課税台帳上の不動産

の表示と異なる場合においては、その不動産

の現況が特に課税台帳上の表示と異なってい

ることが明白に認められない限り、評価額に

よるものとする。」とし、登記簿上の不動産の

表示と課税台帳上の不動産の表示を絶対的な

ものとしているわけではなく、不動産の現況

にも拘っていると考えられることから、請求

人の主張に耳を傾け、不動産の現況
．．

が課税台

帳の表示と異なっていないことを確認する必

要があったのではないだろうか。確かに、原

処分庁である登記官が不動産の現況を確認す

ることは、登記の迅速処理からすれば困難が

予想されるが、不動産の価額は、その現況に

よって大きく変化する場合があること、登録

免許税における課税標準たる不動産の価額は、

あくまでも当該登記の時における不動産の

「時価」であることを忘れてはならないと考

える。 
これらの裁決事例のように、固定資産課税

台帳に登録された土地の地積又は地目等が実

際（現況）とは異なり、かつ、そのために台

帳価格が登録免許税法第 10 条第 1 項の時価

を超えている場合（時価の幅の範囲内にない

場合）には、違法となるのであるから、当該

時価を他の方法（この場合にも、できる限り、

固定資産台帳価格を求める方法）によって（固

定資産評価基準に従って）算定すべきではな

いかと考える。 
２.１.２ 台帳価格が時価として過大でない

と判断された事例 

上記 2.1.1 の 2 つの裁決事例は、その台帳

価格は登録免許税法第 10 条第 1 項に規定す

る時価とはいえないから採用できないと判断

されたが、次の 2 つの裁決事例では、土地の

登記に関するもので、その台帳価格は時価を

表していないという「特段の事情」はないと

判断されている。まず、最初の事例は、土地

の画地の取り方が問題となったものである。 
(❶平 22.7.1 裁決・棄却：裁決要旨) 

請求人らは、贈与を受けた本件土地の登記

を受けるに当たり、固定資産課税台帳に登録

された本件土地の価格（以下「本件土地台帳

価格」という。）を課税標準額として登録免
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許税を算定して納付したが、本件土地台帳価

格は、本件土地を含めた数筆の土地を一画地

の居宅敷地として評価した価格を基礎とし

て算出されたものであって、本件土地が間口

狭小、奥行長大であるという事情を考慮すれ

ば、当該課税標準額は過大である旨主張す

る。しかしながら、不動産の課税標準につい

て規定している登録免許税法第 10 条《不動

産等の価額》第１項にいう不動産の価額と

は、登録免許税の法的性格及び登録免許税法

附則第 7 条《不動産登記に係る不動産価額の

特例》の趣旨からすると、固定資産課税台帳

に登録された不動産の価格によることが妥

当ではない特段の事情のない限り、同価格を

もって適用すべきと解されるところ、本件の

場合、本件土地台帳価格が変更された事実は

ないこと、本件土地の現況と固定資産課税台

帳上の現況とが異なることはないこと及び

本件土地は、本件土地を含めた数筆の土地か

らなる居住敷地として利用されており、本件

土地のみで移転することは考えにくく、ま

た、当該贈与の前後を通じて、利用状況の変

化もないことからすると、本件土地台帳価格

を本件土地の課税標準とすることについて

不相当とする特段の事情は認められないか

ら、本件土地の課税標準は本件土地台帳価格

とするのが相当である。請求人らの上記主張

は、本件土地が一画地を構成する他の敷地と

一体利用されずに単独で移転することを前

提とした主張であって、理由がない。（裁決

要旨のみ公表） 
上記の裁決要旨のとおり、本件土地は、他

の数筆の土地と併せて一画地の居宅敷地と

なっていたことから、本件土地台帳価格は一

体評価した価格を基礎として算出されたもの

であったが、請求人らは、本件土地が間口狭

小、奥行長大であるという個別の減価要因が

反映されていないとして、本件土地の課税標

準は過大である旨主張したものである。しか

しながら、固定資産評価基準の別表第３の画

地計算法(16)は、「各筆の宅地の評点数は、一

画地の宅地ごとに画地計算法を適用して求め

るもの」とし、「この場合において、一画地は、

原則として、土地課税台帳又は土地補充課税

台帳に登録された一筆の宅地によるものとす

る。ただし、一筆の宅地又は隣接する二筆以

上の宅地について、その形状、利用状況等か

らみて、これを一体をなしていると認められ

る部分に区分し、又はこれらを合わせる必要

がある場合においては、その一体をなしてい

る部分の宅地ごとに一画地とする。」とし、原

則として一筆の宅地ごとに評価するものの、

例外としていわゆる利用単位ごとにその宅地

を評価するものがあるとしている。したがっ

て、本裁決では、本件土地の現況が、本件土

地を含めた数筆の土地からなる居住敷地とし

て利用されていることなどからすると、その

利用状況に基づいて評価した本件土地台帳価

格は適正なものであるとし、請求人らの「本

件土地が一画地を構成する他の敷地と一体利

用されずに単独で移転することを前提とし

た」主張を排斥したのである(17)。 
なお、この裁決では、台帳価格によること

が妥当ではない「特段の事情」がない限り、

台帳価格によるべきとしており、「台帳重視

説」に基づいていることが分かる。反対に、

この台帳価格によることが妥当でない「特段

の事情」があれば（すなわち、台帳価格が時

価の幅を超えているのであれば）、登録免許税

法第 10 条第 1 項を適用し、他の方法によっ

て「不動産の価額」を算定することが許され

ることになろう。 
次は、登録免許税の課税標準たる不動産の

価額は、台帳価格によるのではなく、競売に

おける売却許可決定価額によることができる

か否かが争われたものである。 
(❷平 14.8.23 裁決・棄却：裁決要旨) 

請求人は、登録免許税法第 10 条第１項に

規定する不動産の登記の場合における登録

免許税の課税標準たる不動産の価額は、台帳
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価格によるのではなく、競売における売却許

可決定価額によるべきである旨主張するが、

不動産登記に関する登録免許税の性格から、

その課税標準は、請求人の主張するような具

体的、個別的事情によって金額が左右される

現実の取引価額によるべきであるとする合

理的な理由はない。また、登録免許税に即し

独自の客観的、統一的な評価基準を設けるこ

とも困難である。さらに、各登記官が個々に

時価を認定する場合は、その評価が区々にな

ることから、評価の適正と公平を維持し、納

税者の便宜及び登録免許税徴収の便宜を図

ることが困難になる。このことからすると、

台帳価格を基礎とした金額を課税標準たる

不動産の価額とするものと解するのが相当

であり、本件不動産の台帳価格を基礎として

課税標準たる不動産の価額を認定した原処

分を不相当とする理由は認められない。ま

た、請求人は、台帳価格が震災による建物の

損傷やバブル経済崩壊による地価の下落を

反映していない旨主張するが、当該事情は、

登録免許税法施行令附則第4項及び租税特別

措置法施行令第 44 条の 2 第 2 項の規定には

該当せず、この点に関する請求人の主張も採

用できない。（裁決要旨のみ公表） 
本裁決では、請求人が、「登録免許税の課税

標準たる不動産の価額は、台帳価格によるの

ではなく、競売における売却許可決定価額に

よるべきである」と主張したのに対し、「具体

的、個別的事情によって金額が左右される現

実の取引価額によるべきであるとする合理的

な理由はない」として排斥している。仮に、

その現実の取引価額が登録免許税法第 10 条

第 1 項に規定する不動産の価額（時価）を表

しているとしても、その価額を課税標準とす

ることができないのは、登録免許税が採用し

ている台帳価格によらないと、課税標準とし

て統一した評価基準を用いなくてもよいこと

になり、課税の公平上問題が生じることにな

るからである。特に、競売における売却許可

決定価額は、一般に競売減価（競売減価の割

合は３割程度）が考慮されることから、通常

の取引価額に比べて低くなる場合が多いと考

えられ、必ずしも同項に規定する不動産の価

額（時価）を表しているとは言えないからで

ある。 
２.２ 登記官の認定価格が時価として過大

であるか否かが争われた事例（「特別の事

情」がなく、台帳価格がない場合） 

２.２.１ 認定価額が時価として過大である

と判断された事例 

次の 2 つの裁決事例は、いずれも土地の登

記に関するもので、台帳価格がなく、登記官

の認定価額が登録免許税法第 10 条第 1 項に

規定する時価を超えているため、採用できな

いとされたものである。このように台帳価格

がない場合には、同法施行令附則第 3 項の規

定により、当該登記に係る登記機関（登記官

を含む。）が認定した価額によることになるが、

登記官が認定した価額自体の是非が争われる

事例の数は多く、登記官が実際に価額を認定

することがいかに困難であるかということを

表していると考えられる。最初の事例は、公

衆用道路であることの補正を行う以前に、土

地の形状等に応じて固定資産評価基準による

所要の調整をすべきか否かが争われたもので

ある。 
(❶平 23.8.2 裁決・一部取消し：裁決要旨) 

原処分庁は、請求人が取得した本件土地の

持分の登記に係る登録免許税の課税標準の

額について、本件土地が固定資産課税台帳に

登録された価格（台帳価格）のない私道の用

に供されている宅地であることから、本件土

地に係る固定資産評価証明書に記載された

近傍類似価格（本件近傍類似価格）を基に、

公衆用道路であることの補正のみを行って

算定すべきである旨主張する。しかしなが

ら、台帳価格のない不動産の登録免許税の課

税標準の額は、当該不動産に類似する不動産

の適正な台帳価格を基礎として合理的に算
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定するのが相当であると解されるところ、本

件近傍類似価格は本件土地の存する状況類

似地区内の整形地である標準宅地の単位地

積当たりの価額であるのに対し、本件土地は

奥行の長大な不整形地であることからする

と、本件土地の持分の課税標準の額は、本件

近傍類似価格を基に、本件土地の形状等に応

じて固定資産評価基準による所要の調整を

行った上で、公衆用道路であることの補正を

行って算定するのが相当である。（裁決事例

集 NO.84） 
本裁決は、登録免許税法第 10 条第 1 項、

同法附則第 7 条及び同法施行令附則第 3 項の

規定の内容を法令解釈において示した上で、

「このように、不動産の価額を台帳価格に基

づいて求めることとしているのは、登記の都

度、登記官において個々の不動産の価額を評

価することは実際的ではないばかりか、評価

が区々となるおそれがあることなどから、課

税の公平及び納税者の便宜等を考慮したこと

によるものと解される。また、台帳価格のな

い不動産について、類似する不動産の台帳価

格を基礎としてその価額を認定することとし

ているのは、台帳価格のある不動産とない不

動産の価額の間で不均衡が生じないよう、課

税の公平を図るために、飽くまで台帳価格に

依拠してその価額を求め、登録免許税の課税

標準の額を決しようとする趣旨によるものと

解されるから、登記官が認定した価額は、そ

れが当該不動産に類似する不動産の適正な台

帳価格を基礎として合理的に算定されたもの

であれば適法であると解するのが相当であ

る。」としている。このように台帳価格がない

不動産について、登記官が価額を認定する場

合においても、「台帳重視説」によるべきであ

るとの解釈が明確に示されているということ

ができよう。 
また、本件については、上記の裁決要旨の

とおり、「本件近傍類似価格は本件土地の存す

る状況類似地区内の整形地である標準宅地の

単位地積当たりの価額であるのに対し、本件

土地は奥行の長大な不整形地である」ことか

ら、登記官が本件土地の持分の課税標準の額

を算定する際に、「本件近傍類似価格を基に、

本件土地の形状等に応じて固定資産評価基準

による所要の調整を行った上で、公衆用道路

であることの補正を行って算定するのが相

当」であるとされ、あくまでも固定資産評価

基準に基づいた所要の調整が必要であるとさ

れている(18)。 
次の裁決事例は、審判所の調査によっても

本件土地に類似する土地は存在しないとして、

審判所が自ら固定資産評価基準に基づいて課

税標準額を算定したものである。 
(❷平 22.7.6 裁決・一部取消し：裁決要旨) 

固定資産課税台帳に登録された価格（以下

「台帳登録価格」という。）のない本件土地

の登録免許税に係る課税標準額（以下「本件

課税標準額」という。）について、原処分庁

は、原処分庁が認定した本件課税標準額（以

下「原処分庁認定額」という。）は、本件土

地に類似する土地の台帳登録価格を基礎と

して算定したものであるから相当である旨

主張するのに対し、請求人は、一般競争入札

による落札金額を本件課税標準額とすべき

であるが、仮にこれが認められない場合で

も、本件土地が三角地であること及び本件土

地を宅地分譲するための費用をそれぞれ考

慮した上で、適正な本件課税標準額を算定す

べきである旨主張する。ところで、台帳登録

価格のない土地の課税標準は、類似する土地

の台帳登録価格を基礎として算定するとこ

ろ、本件土地の場合、原処分庁の主張する本

件土地に類似する土地は、規模、形状、立地

条件及び利用状況が本件土地と明らかに異

なっており、本件土地と類似する土地とは認

められず、また、当審判所の調査によっても、

本件土地に類似する土地の存在が認められ

ないから、本件課税標準額の算定に当たり、

類似する土地の台帳登録価格を基礎とする
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ことはできない。そうすると、本件土地のよ

うに類似する土地が存在しない場合には、固

定資産評価基準に基づいて算出した価格を

課税標準とすることが相当と認められる。し

かしながら、原処分庁認定額及び請求人が主

張する落札金額は、いずれも固定資産評価基

準に基づいて算出した価格とは認められな

いから、これらを採用することはできない。

なお、請求人が主張する本件土地の形状は、

固定資産評価基準の画地計算法を適用する

ことにより考慮することになる一方、本件土

地の宅地分譲に要する費用は、本件土地の登

記後に本件土地の利用目的を変更するため

の費用であることから、これを考慮すること

はできない。そこで、当審判所において固定

資産評価基準に基づいて本件課税標準額を

算定したところ、原処分庁の認定額を下回る

から、原処分はその一部を取り消すのが相当

である。（裁決要旨のみ公表） 
本裁決は、まず、原処分庁が認定した本件

課税標準額（原処分認定額）は、本件土地に

類似する土地の台帳登録価格を基礎として算

定したものとはいえず、また、請求人が主張

する落札金額は、いずれも固定資産評価基準

に基づいて算出した価格とは認められないか

ら、これらを採用できないとした。その上で、

本件土地のように類似する土地が存在しない

場合には、本件土地が三角地であることにつ

いては画地計算法を適用するなどして、固定

資産評価基準に基づいて算出した価格を課税

標準とすることが相当であると判断した。本

件土地は、類似する土地は存在しなかったこ

とを考えると、かなり個別性の強い土地で

あったと考えられるが、そのような土地の場

合には、本件と同様に、類似する土地が存在

しないことも当然考えられ、審判所が算定し

たように、原処分庁（登記官）が同様な方法

により、本件土地の課税標準を算定しなけれ

ばならないことになる。すなわち、類似する

土地が存在しない場合には、登記官が固定資

産評価基準に基づいてその土地の価額を認定

しなければならないが、その認定のために時

間がかかり、迅速な処理が困難な場合もある

と予想される。「はじめに」で述べたとおり、

登録免許税が課税標準を「時価」とし、「台帳

重視説」を採用している最大の問題点と言っ

てもよいのではないだろうか。 
また、「特別の事情」がなく、台帳価格がな

い場合の裁決事例の中には、類似する土地が

存在しても、原処分庁が選定した土地は、本

件土地に類似する土地とはいえず、審判所が

調査した近傍類似地の台帳価格の基礎となる

路線価を基に課税標準の額を算定するのが相

当であるとした公表裁決（平 14.5.30 裁決・

一部取消し：裁決事例集 NO.63）がある。こ

のように、裁決事例の中には、原処分庁が選

定した土地は、本件土地に類似する土地とは

いえないと判断されたものもあるが、その態

様としては、①本件のように「本件土地と本

件比準地を比較すると、その規模、立地条件

及び利用条件等において明らかに異なる」場

合(19)、②本件土地と本件比準地が「その他の

雑種地」と「専用宅地」というように、双方

の土地の課税地目が異なる場合(20)があり、本

件土地に類似する土地を選定することの困難

さを表し、より慎重な選定が必要であること

を示している。 
次は、建物の登記に関するものについてで

ある。台帳価格がない建物については、登記

官が新築建物課税標準価格認定基準表（以下

「認定基準表」という。）(21)に基づき認定す

ることとされている。次の事例は、台帳価格

のない建物が、認定基準表の作成に当たり選

定された建物の状況と類似しているとは認め

られないことから、その認定基準表に基づき

認定された価額は、登録免許税法施行令附則

第 3 項に規定する「類似する不動産で台帳価

格を基礎として登記機関が認定した価額」に

は当たらないのではないかとして争われたも

のである(22)。 
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(❶平 23.6.30 裁決・一部取消し：裁決要旨)

原処分庁は、請求人が所有権保存登記を受

けた倉庫（本件倉庫）は、新築されたもので

あり、いわゆる台帳価格のない不動産である

から、その課税標準の額の算定に当たって

は、認定基準表によるべきである旨主張す

る。しかしながら、登記機関が、台帳価格の

ない建物について認定基準表に基づき認定

する価額は、認定基準表の作成に当たり選定

した類似する建物の台帳価格を基礎として

合理的に算定されたものであれば適法と解

されるものの、台帳価格のない建物が、認定

基準表の作成に当たり選定された建物の状

況と類似しているとは認められず、認定基準

表に基づき認定された価額が、登録免許税法

施行令附則第 3 項に規定する「類似する不動

産で台帳価格を基礎として登記機関が認定

した価額」を表していない場合には、登記申

請人は、当該建物と類似する近傍の建物の台

帳価格があればその台帳価格を基にして求

めた価額を、当該建物と類似する近傍の建物

の台帳価格がなければ他の方法により求め

た不動産の価額（時価）を採用できると解す

るのが相当である。本件倉庫については、一

般的な倉庫に比して簡易な仕様・構造の建物

であり、認定基準表の作成に当たり選定され

た建物の状況と類似していないことは明ら

かであるから、認定基準表に基づく本件倉庫

の価額は、「類似する不動産の台帳価格を基

礎として登記機関が認定した価額」を表して

いるとは認められず、また、本件倉庫に類似

する建物は、本件倉庫の登記の申請の年の前

年12月31日現在において認められないこと

からすると、請求人は、本件倉庫の課税標準

の額の算定に当たり、他の方法により求めた

本件倉庫の価額（時価）を採用することがで

きることとなる。そこで、本件倉庫の価額（時

価）を検討すると、建築価額（工事費及び設

計監理料の合計額）によるのが相当と認めら

れるから、本件倉庫の課税標準の額は、当該

建築価額とするのが相当である。（裁決事例

集 NO.83） 
本裁決は、本件倉庫が「一般的な倉庫に比

して簡易な仕様・構造の建物であり、認定基

準表の作成に当たり選定された建物の状況と

類似していないことは明らかであるから、認

定基準表に基づく本件倉庫の価額は、『類似す

る不動産の台帳価格を基礎として登記機関が

認定した価額』を表しているとは認められず、

また、本件倉庫に類似する建物は、本件倉庫

の登記の申請の年の前年 12月 31日現在にお

いて認められないことからすると、請求人は、

本件倉庫の課税標準の額の算定に当たり、他

の方法により求めた本件倉庫の価額（時価）

を採用することができることとなる。」とし、

最終的に、「建築価額（工事費及び設計監理料

の合計額）によるのが相当と認められる」と

判断し、認定基準表はどのような建物の場合

でも適用できるわけではないことを明らかに

している。 
本件倉庫の場合には、その建築価額が建物

の価額（時価）を表していたと考えられるが、

一般に、建物の建築価格と台帳価格に隔差が

ある場合も多く、直ちに、建築価額を採用す

ることには問題があると考えられる。それで

は、登記機関が台帳価格のない建物の価額を

算定するにはどのようにすればよいのであろ

うか。登録免許税における課税標準の統一又

は台帳重視説の観点からしても、迅速性の点

でやや心配な面はあるが、登記機関が地方税

当局にその建物の台帳価格の算定を依頼し、

依頼を受けた地方税当局が算定した建物の価

額（時価）を課税標準として使用するような

仕組みを新たに設ける必要があると考える。 
２.２.２ 認定価額が時価として過大でない

と判断された事例 

次の裁決事例は、土地の登記に関するもの

で、分筆又は合筆された土地については、台

帳価格がない土地に該当するが、その台帳価

格がない土地の価額について登記官が認定し
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た価額は適切な比準宅地を基礎としたものと

はいえなかったことから、審判所において価

額（時価）の認定を行った上で、登記官の認

定した価額は過大とはいえないとしたもので

ある。 
(❶平 23.2.16 裁決・棄却：裁決要旨) 

請求人は、分筆登記により分筆された土地

又は分筆登記により分筆された土地が合筆

登記により合筆された 14 筆の土地（本件各

土地）には、分筆前の台帳価格（本件分筆前

台帳価格）があることから、所有権移転を目

的とする本件各登記に係る登録免許税の課

税標準の額は、本件分筆前台帳価格を基に算

定した価額によるべきである旨主張する。し

かしながら、不動産の価額は、登記申請の日

がその年の 4月 1日から 12月 31日までの期

間内であるものは、その年の 1 月 1 日現在に

おいて課税台帳に登録された不動産の価額

を基礎として計算した金額に相当する価額

とするとされているところ（登録免許税法附

則 7、登録免許税法施行令附則 3 前段）、本

件各土地は、平成 21 年 2 月の分筆登記によ

り分筆された土地又は同日の分筆登記によ

り分筆された複数の土地が同年5月の合筆登

記により合筆された土地であることから、本

件各登記がされた平成21年6月においては、

平成 21 年度の台帳価格がなかったと認めら

れる。そうすると、台帳価格のない不動産の

価額は、当該不動産の登記の申請の日におい

て当該不動産に類似する不動産で台帳価格

のあるものの価額を基礎として、登記機関が

認定した価額とするとされていることから

（登録免許税法施行令附則 3 後段）、本件各

土地の価額は、それらの近傍類似の土地で平

成 21 年度の台帳価格のあるものの当該台帳

価格を基礎として登記機関が認定した価額

となる。ところで、本件各土地のうち 12 筆

の土地（本件 12 筆土地）の価額の認定に当

たり、その近隣類似の土地の平成 21 年度の

台帳価格を基礎とするところ、本件登記官が

その基礎とした比準宅地は、三角形状の不整

形地であり、ほぼ長方形状の本件 12 筆土地

と形状の類似性を著しく欠くなど、適切な比

準宅地とはいえない。そこで、本件 12 筆土

地の価格形成に影響を与えるような特性を

有する地域の中から、本件 12 筆土地と近傍

の分譲住宅地に所在する宅地（本件認定宅

地）を選定し、本件認定宅地の平成 21 年度

台帳価格を基に、地価下落率、画地条件及び

場所的条件の格差を考慮して本件 12 筆土地

の価額を算定し、認定したところ、本件 12
筆土地の本件各登記に係る登録免許税の課

税標準の額は、本件登記官の認定した課税標

準の額を上回ることから、本件登記官の認定

した課税標準の額は過大とはいえない。（裁

決事例集 NO.82） 
本裁決は、登録免許税法施行令附則第 3 項

前段を適用すべきか、同項後段を適用すべき

かが争われたものであり、請求人は、「分筆登

記により分筆された土地又は分筆により分筆

された土地が合筆登記により合筆された 14
筆の土地（本件各土地）については、分筆前

の台帳価格（本件分筆前台帳価格）があるこ

とから、登録免許税の課税標準の額は、本件

分筆前台帳価格を基に算定した価額によるべ

きである」と、同項前段の規定の適用を主張

したのに対し、「本件各登記がされた平成 21
年 6 月においては、平成 21 年度の台帳価格

がなかった」のであるから、同項後段の規定

を適用し、「本件各土地の価額は、それらの近

傍類似の土地で平成 21 年度の台帳価格のあ

るものの当該台帳価格を基礎として登記機関

が認定した価額となる」と判断している。 
ところで、同項後段に規定する課税台帳に

登録された価格のない不動産（台帳価格がな

い不動産）とは、土地にあっては、公有地が

払い下げられた場合など、当該土地の固定資

産税評価額が付されていない土地をいうので

あって、請求人の主張のように分筆した土地

や分筆された土地は、分筆前の土地に固定資
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産税評価額が付されていることから台帳価格

がない不動産には該当しないのではないか、

また、該当するとしても、地目変更等があれ

ば、登録免許税法施行令附則第 4 項に規定す

る「特別の事情」に該当することから、同項

の規定により、本件各土地の価額を認定すべ

きではないかという疑義が生じるのではない

かと考えられる。 
登録免許税法が創設された「昭和 42 年改

正税法のすべて」（149 頁）を見ると、「・・・

なお、不動産について固定資産税台帳価格に

登録されていない場合には、登録された不動

産と比準して登記官が認定した価額によるこ

とになる。またその不動産について増築、改

築、損壊、地目の変換その他これらに類する

特別の事情があるものについては、固定資産

課税台帳を基礎として、その特別な事情を考

慮して登記官が認定した価額によることとし

ている（令附則③、④）。」と説明している。

この説明によれば、①固定資産課税台帳（台

帳価格）に登録されていない場合には、「登録

された不動産と比準して登記官が認定した価

額」によることとなるが、②増築等の特別な

事情があるものについては、「固定資産税台帳

価格を基礎として、その特別な事情を考慮し

て登記官が認定した価額」によることとして

いる。つまり、①の場合は、その不動産には

台帳価格がないことから、登記の申請の日に

おいて類似する不動産の登録価格を基礎とす

ることとし、②の場合は、その不動産には台

帳価格があるにもかかわらず、登記の申請日

までに、増築等の特別の事情が生じている場

合であることから、登録された台帳価格を基

礎とし、その特別の事情を考慮してその価額

を設定することとしていると考えられる。た

だし、「課税台帳に登録された価格のない不動

産」とは、具体的にどのような不動産をいう

のかは示されていない。 
登録免許税法施行令附則第 3 項後段に規定

する課税台帳に登録された価格のない不動産

（台帳価格がない不動産）には、公有地の払

下げの場合など、当初から当該土地の固定資

産税評価額が付されていない土地のみをいう

のではなく、本裁決のとおり、分筆や合筆な

どをした（された）土地も含まれる（登録免

許税法施行令附則第 3 項後段の適用あり）と

の判断は相当であると考えるが、一般に、台

帳価格がない不動産について、同令附則第 3
項後段のみを適用するのか、同令附則第 4 項

も適用することができるのか、については、

登記官が価額を認定する場合、特別の事情を

考慮して認定しなければならない場合もあり

得ると考えられることから、同令附則第 3 項

後段のみを適用すると決めつけない方がよい

（登録免許税法施行令附則第 4 項を適用する

場合もあり）と考えられる。 
なお、本件 12 筆土地の価額の認定に当た

り、本件 12 筆土地は分筆前の地目である原

野又は雑種地から分筆後は宅地への地目変更

をしていることから、分筆前の台帳価格を基

礎として認定するのは相当ではなく、その近

隣類似の宅地の平成 21 年度の台帳価格を基

礎とするところ、本件登記官がその基礎とし

た本件比準宅地は、三角形状の不整形地であ

り、ほぼ長方形状の本件 12 筆土地と形状に

おいて類似性を著しく欠くだけでなく、平成

21 年度の台帳価格の算出において適用され

た補正率の連乗値は大きくかけ離れ（標準の

1.00 に対して 0.612 であった）、適切な比準

宅地とはいえなかった。 
そこで、審判所は、本件 12 筆土地の価格

形成に影響を与えるような特性を有する地域、

すなわち近隣地域(23)の中から、本件各土地の

北方約 200ｍと近傍である分譲住宅地に所在

する本件認定宅地を選定し、本件認定宅地の

平成 21 年度台帳価格を基に、地価下落率、

本件認定宅地と本件 12 筆土地との画地条件

及び場所的条件の格差を考慮するなど、取引

事例比較法(24)と同様な手法により本件各土

地の価額を算定したところ、本件登記官の認
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定した課税標準の額は過大とはいえないと判

断している。なお、本件認定宅地と本件 12
筆土地との行政的条件（用途地域、建ぺい率、

容積率等）に相違があるものの、実際の利用

状況（住宅の規模、高さ、品等など）に差は

なく、街路、交通・接近状況も類似している

ことから、本件認定宅地を本件 12 筆土地の

近隣地域に属する土地として判断している。

また、本件第 3 土地及び本件第 14 土地につ

いては、分筆された土地ではあるが、地目変

更はなかったことから、本件登記官が本件分

筆前台帳価格の１㎡当たりの単価 4,235 円に

それぞれの土地の地積を乗じて、当該土地の

価額を算定したことについては相当であると

的確な判断をしている。 
その結果、審判所において認定した本件各

登記に係る登録免許税の課税標準の額は、本

件登記官の認定した課税標準の額を上回るこ

とから、本件登記官の認定した本件各土地の

価額を基になされた本件告知処分は適法であ

ると判断された。 
２.３ 「特別の事情」があるか否かが争われ

た事例（不動産取得税に係る問題を含む） 

２.３.１ 「特別の事情」がないと判断され

た事例 

登録免許税法施行令附則第 4 項は、「法別

表第 1 の第 1 号に掲げる登記で不動産を課税

標準とするものについて登録免許税を課税す

る場合において、登記官が当該登記の目的と

なる不動産について増築、改築、損壊、地目

の変換その他これらに類する特別の事情があ

るため前項の規定により計算した金額に相当

する価額を課税標準の額とすることを適当で

はないと認めるときは、同項の規定にかかわ

らず、法附則第 7 条に規定する政令で定める

価額は、同項の規定により計算した金額を基

礎とし当該事情を考慮して当該登記官が認定

した価額とする。」と規定している。 
まず、登録免許税法施行令附則第 4 項に規

定する「特別の事情」があるか否かが争われ、

「特別の事情」はないとされた裁決事例を確

認しておくことにする。 
(❶平 22.4.22 裁決・棄却：裁決要旨) 

請求人は、本件各土地の所有権移転登記を

受けるに当たり、登録免許税の課税標準を登

録免許税法施行令附則第 3項第 1号の規定に

基づき、前年度における、固定資産課税台帳

に登録された不動産の価格（以下「台帳価格」

という。）により算定し、登録免許税を納付

したが、本件各土地は請求人の申出により、

当年度から固定資産課税台帳の台帳地目が

宅地から雑種地に変更されており、前年度の

台帳地目が宅地であることは、登記の時にお

ける現況（雑種地）と異なることから、この

ことは、登録免許税法施行令附則第 4 項に規

定する、台帳価格を課税標準の額とすること

が適当でない「特別の事情」に該当するため、

当該課税標準は、登記の時における現況と一

致する当年度の台帳価格によるべき旨主張

する。しかしながら、同項に規定する「特別

の事情」とは、登記の目的となる不動産に台

帳価格が付された後に、当該不動産自体に同

項に列挙する事由その他これらに類する事

情により、質的又は量的な形状の変化が生

じ、その結果、台帳価格が当該不動産の適正

な時価を示しているということができず、こ

れを登録免許税の課税標準たる不動産の価

額とすることが適当でなくなった場合をい

うものと解されるところ、本件各土地につい

ては、前年度の台帳価格が付された後に、本

件各土地自体の状況に変化は認められず、質

的又は量的な形状の変化が生じて、課税標準

の額を同台帳価格とすることが適当でなく

なった事情はなく、当年度に請求人の申出に

より台帳地目が変更されたとしても、これを

もって「特別の事情」があるということはで

きない。（裁決事例集 NO.79） 
本裁決は、上記のとおり、登録免許税法施

行令附則第 4 項に規定する「特別の事情」と

は、登記の目的となる不動産に台帳価格が付
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された後に、当該不動産自体に増築、改築、

損壊、地目の変換その他これらに類する事情

により、質的又は量的な形状の変化が生じ、

その結果、台帳価格が当該不動産の適正な時

価を示しているということができず、これを

登録免許税の課税標準たる不動産の価額とす

ることが適当でなくなった場合をいうと法令

解釈した上で、この「特別の事情」の有無に

ついては、「本件各土地について、・・・平成

20 年度の固定資産税の賦課期日（平成 20 年

1 月 1 日）以前から本件申請の日まで本件各

土地自体の状況に変化は認められず、本件各

土地に台帳価格が付された後に、本件各土地

に質的又は量的な形状の変化が生じたものと

は認められないことから、本件課税標準額を

同台帳価格とすることが適当でなくなったと

はいえず、・・・特別の事情は認められない。」

と判断している。この判断自体は正しいと考

えるが、登記の目的となる不動産の台帳価格

が、本件のように前年度において現況（雑種

地）と異なる地目（宅地）により算定されて

いた場合には、この「特別の事情」を理由に

は争えないということになる。そこで、本件

のような場合には、この「特別の事情」を理

由に争うのではなく、前年度の台帳価格は、

登録免許税法第 10 条第 1 項に規定する不動

産の価額（時価）を超えている（時価の幅の

範囲内にはない）として争う必要があったの

ではないだろうか（「2.1 台帳価格が時価とし

て過大であるか否かが争われた事例」を参照）。

ただし、請求人は、前年度における台帳価格

は、登記の時における現況地目と一致せず、

台帳価格によることは妥当ではないと主張し

た（すなわち、請求人は、この台帳価格は時

価を超えているということを主張したかった

と考える）が、「本件各土地の売買価格は、・・・、

13,500,000 円であり、・・・本件各土地の平

成 20 年度の台帳価格 11,162,880 円を上回っ

ていることからしても、客観的交換価値であ

る時価が台帳価格を下回っているような事実

は認められず、・・・台帳価格によることが妥

当でない特段の事情は認められない。」と判断

されていることからすると、登録免許税法第

10 条第 1 項に規定する不動産の価額（時価）

を超えているという判断にはならなかったと

考えられる。 
なお、他の裁決事例において、請求人が売

買価額と台帳価格のかい離が明白な場合には、

登録免許税法施行令附則第 4 項に規定する

「特別の事情」に該当する旨などを主張した

のに対し、「同項に規定する『特別の事情』と

は、課税台帳に登録後、当該不動産自体に当

該規定に列挙する事由その他これに類する事

情により質的又は量的な形状の変化を生じた

ため、当該不動産の価額が台帳価格により難

い程度に変動した場合につき、例外的な取扱

いを定めたものと解されるが、請求人主張の

事情は、本件建物自体の質的又は量的な形状

の変化ということはできず、請求人の主張は、

いずれも理由がない。」としたものがある（平

13.6.27 裁決・棄却：裁決事例集 NO.61）。 
次の裁決事例は、建物の登記に関するもの

で、本件登記の時における固定資産課税台帳

に登録されていた建物の損耗が考慮されてい

なかったとして争われたものである。 
(❷平 19.5.28 裁決・一部取消し：裁決要旨) 

請求人は、本件建物の損耗は登録免許税法

施行令附則第4項の規定による特別の事情に

該当する旨主張するが、同項に規定する特別

の事情とは、課税台帳への登録後、当該不動

産自体に当該規定に列挙する事由その他こ

れに類する事情により質的、量的な形状の変

化を生じたため、その結果、台帳価格が当該

不動産の適正な時価を示しているというこ

とができず、これを登録免許税の課税標準た

る不動産の価額とすることが適当でなく

なった場合をいうものと解するのが相当で

ある。これを本件についてみると、請求人ら

の主張する本件建物の損耗は、登記記録上の

記載及び本件登記申請書と課税台帳上の表
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示が異なっておらず、また、本件建物には損

耗が認められるものの、当該損耗は平成 18
年 1 月 1 日以前から生じていたようであり、

仮に、前所有者から平成 17 年度中に見直し

要求があれば、平成 17 年度台帳価格につい

ても平成 18 年度と同様な見直しを行う旨の

B市担当職員の答述及び本件建物の損耗の状

況から判断すると、固定資産税の賦課期日で

ある平成 17 年 1 月 1 日から本件建物の登記

時である平成17年10月4日の間に生じたも

のであるとは認められず、平成 17 年 1 月 1
日以前から生じていたと認めるのが相当で

あり、上記の「特別の事情」には該当しない

と認められる。（裁決要旨のみ公表） 
本裁決は、本件建物の登録免許税の課税標

準となる平成 17 年度台帳価格は本件建物の

損耗が考慮されていないから、本件損耗考慮

後額によるべきである旨の請求人の主張に対

し、台帳価格が修正されたのは、翌年の平成

18 年度であったが、本件建物の損耗は、平成

18年1月1日以前から生じていたと認めるの

が相当であるとし、登録免許税法施行令附則

第 4 項の規定による特別の事情には該当しな

いと判断したものである。本件建物の損耗が

考慮されていないとしても、本件建物の登録

免許税の課税標準は平成 17 年度台帳価格と

なることから、その台帳価格を採用すべきと

の考え方（以下、この考え方を「台帳説」と

呼ぶ。）はあり得るが、登録免許税法第 10 条

第 1 項が課税標準たる不動産の価額は、当該

登記の時における時価と規定している以上、

本件においても、台帳価格が時価ではない場

合には、その台帳価格を採用することができ

ないと判断したものと考えられる(25)。（なお、

不動産取得税に関する同様な問題については、

3 の「特別の事情」があるか否かが争われた

事例のところで検討することとしたい。） 
本件の建物の損耗は、上記の裁決要旨の記

述からして台帳価格に相当な影響を与える程

度のものであったことは推測でき、登録免許

税の課税標準を本件損耗考慮後額とするとし

た判断は妥当であると考えるが、前述したと

おり、その損耗がその建物の登録免許税の課

税標準となる年度の台帳価格に考慮されてい

ないとしても、その損耗の程度が、台帳価格

をほとんど減価させないようなものであった

場合、すなわち、その建物の時価の幅の範囲

内である場合には、その台帳価格をその建物

の価額（時価）として採用することができる

であろう。ただし、時価の幅の範囲内である

か否か分からない場合には、時価検証しなけ

ればならないことになるが、建物の時価は、

たとえ鑑定評価を行っても適正な価格を算定

することは困難な場合もあり、また、その都

度、鑑定評価することも現実的ではないと考

えられる。したがって、建物の場合には、登

記官は、その損耗等の程度を明確に把握した

上で、できる限り、固定資産台帳価格を求め

る方法（固定資産評価基準）と同じ方法によ

り、その建物の台帳価格を修正して建物の価

額（時価）を算定するべきであろう。しかし

ながら、登記官がこの方法で建物の価額を算

定することは困難な場合も予想されることか

ら、繰り返しとなるが、必要な場合には、登

記官が地方税当局にその建物の台帳価格の算

定を依頼し、依頼を受けた地方税当局が算定

した建物の価額（時価）を課税標準として使

用するような仕組みを新たに設ける必要があ

ると考える。 
なお、登録免許税における台帳価格の是正

については、上記の裁決要旨にもあるとおり、

「仮に前所有者から平成 17 年度中に見直し

要求があれば、平成 17 年度台帳価格につい

ても平成 18 年度と同様な見直しを行う旨」

をB市担当職員が答述したことに留意する必

要がある。すなわち、前所有者は、自分が所

有していた間に、台帳価格が適正な価格でな

いとして一定期間内に審査の申出(26)を行え

ば、台帳価格を変更してもらうことは可能で

あったが、その期限を途過した後に、新所有
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者がその年度の台帳価格について争うことは

できないのである(27)。したがって、このよう

な場合には、前述したとおり、登録免許税法

第 10 条第 1 項の不動産の価額（時価）を超

えているとして争う必要があるのではないか

と考える。 
２.３.２ 不動産取得税（地方税法）におけ

る争いとの比較 

上記 2.3.1 の裁決事例のように、登録免許

税法施行令附則第 4 項に規定する「特別の事

情」が、本来の意味において「あるか否か」

の争いというよりも、その不動産の台帳価格

が何らかの理由により時価を表していない場

合に、それが「特別の事情」に当たるのでは

ないかとして争われているといっても過言で

はないであろう。このような登録免許税の争

いは、同じく台帳価格を課税標準とし、同様

な規定を設けている不動産取得税についても

生じるのではないかと考えられることから、

不動産取得税における争いと比較することと

する。まず、不動産取得税の根拠法規である

地方税法の規定の一部（73 条の 13、73 条、

73 条の 21）との相違を比較すると次のとお

りである（下線及び二重線は筆者。以下同じ。）。 
 

不動産取得税（地方税法） 登録免許税（登録免許税法） 

法 73条の 13 

 不動産の課税標準は、不動産を取得した時にお

ける不動産の価格とする。 

法 73条 

 不動産取得税について、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 不動産 土地及び家屋を総称する。 

五 価格 適正な時価をいう。 

法 73条の 21 

 道府県知事は、固定資産課税台帳に固定資産の

価格が登録されている不動産については、当該価

格により当該不動産に係る不動産取得税の課税標

準となるべき価格を決定するものとする。但し、

当該不動産について増築、改築、損かい、地目の

変換その他特別の事情がある場合において当該固

定資産の価格により難いときは、この限りでない。

2 道府県知事は、固定資産課税台帳に固定資産の

価格が登録されていない不動産又は前項但書の規

定に該当する不動産については、第 388 条第 1 項

の固定資産評価基準によって、当該不動産に係る

不動産取得税の課税標準となるべき価格を決定す

るものとする。 

 

法 10条 1項 

不動産の登記の場合における課税標準たる不動

産の価額は、当該登記の時における不動産の価額

による。 

（注）登録免許税法には、地方税法 73条に相当す

る規定はないが、価額とは「時価」を意味すると

されている。 

 

 

法附則 7条 

新法別表第 1 の第 1 号に掲げる不動産の登記の

場合における新法第10条第1項の課税標準たる不

動産の価額は、当分の間、当該登記の申請の日の

属する年の前年 12 月 31 日現在又は当該申請の日

の属する年の1月1日現在において地方税法第341

条第 9 号に掲げる固定資産課税台帳に登録された

当該不動産の価格を基礎として政令で定める価額

によることができる。 

令附則 3項 

（略） 

令附則 4項 

法別表第 1 の第 1 号に掲げる登記で不動産の価

額を課税標準とするものについて登録免許税を課

税する場合において、登記官が当該登記の目的と

なる不動産について増築、改築、損壊、地目の変

換その他これらに類する特別の事情があるため前
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項の規定により計算した金額に相当する価額を課

税標準の額とすることを適当ではないと認めると

きは、同項の規定にかかわらず、法附則第 7 条に

規定する政令で定める価額は、同項の規定により

計算した金額を基礎とし当該事情を考慮して当該

登記官が認定した価額とする。 
 
上記のとおり、不動産の課税標準を不動産

の価格又は価額（適正な時価(28)又は時価）と

するという点は、不動産取得税（地方税法）

も登録免許税（登録免許税法）も同じである

が、台帳価格のある不動産について、不動産

取得税においては、「当該価格により当該不動

産に係る不動産取得税の課税標準となるべき

価格を決定するものとする。」のに対し、登録

免許税においては、「固定資産課税台帳に登録

された当該不動産の価格を基礎として政令で

定める価額によることができる。」とし、規定

ぶりが大きく異なっている。「価額によること

ができる」と規定している理由は、「1.4 課税

標準」で述べたとおり、台帳価格が時価を超

えている場合が想定されるからである（この

場合は、登録免許税法第 10 条第 1 項の規定

により、「不動産の価額（時価）による」）が、

これは、不動産取得税においても想定される

ことであり、「価額によることができる」とい

うような規定ぶりとなっていない不動産取得

税の場合でも、台帳価格が時価を表していな

いときには、地方税法第 73 条の 13 第 1 項及

び第 73 条の規定により、「不動産の価格（適

正な時価）とする」ことができると考えるべ

きであろう。（この考え方に対し、固定資産税

の納税者には審査申出等の機会が付与されて

いることから、そこで争うべきだとの反論も

予想されるが、前述したとおり、年の途中で

不動産を取得した不動産取得税の納税者自身

には、不服申立ての期限を途過し、既に決め

られた台帳価格を争うことはできないとの問

題があると考える。また、不動産取得税の課

税標準は「不動産を取得した時における不動

産の価格（適正な時価）」であるとしながら、

登録免許税と同様に、何らかの理由により台

帳価格が時価を超えている場合に、何ら救済

を受ける方法もないとすれば、その規定自体

に問題があるというべきである。）なぜならば、

台帳価格が時価を超えている場合であっても、

その台帳価格のままで不動産取得税が課税さ

れるという、違法な課税が行われることにな

るからである。ただし、この考え方は、判例

等で示されたものではなく、そのために、地

方税法第 73条の 21第 1項及び第 2項におい

て、台帳価格がない不動産(29)又はその台帳価

格により難い特別の事情のある不動産につい

ては、道府県知事が、固定資産評価基準によっ

て、当該不動産に係る不動産取得税の課税標

準となるべき価格を決定すると規定している

が、増築、改築、損かい、地目の変換その他

特別の事情がない場合であっても、適正な時

価と隔差のある台帳価格の場合には、そのこ

と自体が同条第 1 項（但書）の「特別の事情」

に当たるのではないかとの考え方（主張）と

なり、争いが生じてきたのではないだろうか。 
そこで、実際に、地方税法第 73 条の 21 第

1 項（但書）に関して争われた 2 つの最高裁

判決について検討することとする。まず、最

高裁昭和 51年 3月 26日第二小法廷判決であ

る。この事件は、①不動産取得税の課税標準

たる価格が固定資産課税台帳に登録された価

格より決定された場合においてその登録価格

が客観的に適正な価格と異なることを主張し

て課税標準たる価格を争うことができるか否

か、②地方税法第 73 条の 21 第 1 項は合憲か

否か、が争われたものである（②については
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違憲ではないとした(30)。）。①について、本最

高裁判決は、「法は、道府県知事が不動産取得

税の課税標準である不動産の価格を決定する

については、固定資産課税台帳に当該不動産

の価格が登録されている場合には、法 73 条

の 21 第 1 項但書に該当しない限り、みずか

ら客観的に適正な時価を認定することなく、

専ら右登録価格によりこれを決定すべきもの

としていると解するのが相当であり、した

がって、仮に右登録価格が当該不動産の客観

的に適正な時価と一致していなくても、それ

が法 73条の 21第 1項但書所定の程度に達し

ない以上は、右登録価格によってした不動産

取得税の賦課処分は違法となるものではなく、

右のような場合には、不動産取得税の納税者

は、右賦課処分の取消訴訟において、右登録

価格が客観的に適正な時価でないと主張して

課税標準たる価格を争うことはできないもの

と解されるのである。」と判示した。このよう

に、「右登録価格が当該不動産の客観的に適正

な時価と一致していなくても、それが法 73
条の 21 第 1 項但書所定の程度に達しない以

上は」価格を争うことはできないとしたこと

から、「一見したところ、専ら隔差の数額的な

大小を問題とするかのようにもみられないわ

けではない。したがって、右の場合に当たる

とされるためには、登録価格の基準時とされ

る法359条所定の固定資産税の賦課期日の後

に生じた特別の事情が存し、これによって不

動産の取得時における価格とその登録価格と

の間に隔差が発生したことを必要とする見解

と、右賦課期日の前後いずれに生じた事情に

よるものかを問わず価格の隔差が存在してい

れば足りるとする見解とを考えることができ

る。そのほか、右の『特別の事情』とは登録

価格によることが不動産取得税の課税標準の

決定を著しく不公平ならしめるおそれのある

事情をいい、登録価格に重大な錯誤がある場

合も含まれるとする見解があり（金子宏・租

税法第五版 458 頁）、これも、右の後者の見

解に連なるものといえよう」(31)として、主に

2 つの見解（前者を A 見解、後者を B 見解と

いう。）があるとの指摘がある。本判決は後者

の B 見解を採ったものと考えられるが、筆者

は、前者のA見解に賛成である。なぜならば、

固定資産税賦課期日の前に生じた事情による

ものについては、地方税法第 73 条の 13（及

び同法第 73 条）の規定（不動産取得税の課

税標準は、不動産を取得した時における不動

産の価格（適正な時価）とする）により独自

に救済されるべき問題であり（この部分は A
見解には含まれていない）、地方税法第 73 条

の 21 第 1 項は、①同項但書にいう「増築、

改築、損かいその他特別の事情」があるため、

登録価格（台帳価格と同義である。以下同じ。）

が不動産を取得した時における不動産の価格

（適正な時価）を表わさなくなり、②その登

録価格がその不動産の時価の幅を入らないほ

どの隔差があるような場合に限って適用すべ

き規定であると考えるからである。 
次は、最高裁平成 6 年 4 月 21 日第一小法

廷判決である。この事件は、原告（控訴人、

被上告人）が、取得した本件建物の価格が固

定資産課税台帳の登録価格と著しくかけ離れ

ていることを理由に、同登録価格を不動産取

得税の課税標準である不動産の価格として被

告（被控訴人、上告人）○○県税事務所長が

原告に対してした本件不動産取得税賦課決定

処分は地方税法第 73条の 21第 1項但書に違

反すると主張し、同処分の取消しを求めたも

のである。そして、第 1 審判決（大分地裁平

成 3 年 12 月 24 日判決(32)）は原告の請求を棄

却し、控訴審判決（福岡高裁平成 4 年 9 月 10
日判決）は第 1 審判決を破棄して原告の請求

を容認したが、本最高裁判決は、「法 73 条の

21 第 1 項ただし書にいう『当該固定資産の価

格により難いとき』とは、当該不動産につき、

固定資産税の賦課期日後に増築、改築、損壊、

地目の変換その他特別の事情が生じ、その結

果、右登録価格が当該不動産の適正な時価を
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示しているということができないため、右登

録価格を不動産取得税の課税標準としての不

動産の価格とすることが適当でなくなった場

合をいうものと解すべきである。したがって、

不動産取得税の納税者は、右登録価格を課税

標準としてされた賦課処分の取消訴訟におい

ては、当該不動産の時価と右登録価格とに隔

差があることを主張するだけでは足りず、そ

れが、賦課期日後に生じた右にいう特別の事

情によるものであることをも主張する必要が

あるというべきである。これを本件について

みると、被上告人は、本件建物の取得時の価

格と固定資産課税台帳の登録価格とに隔差が

あることを主張するのみで、それが賦課期日

後に生じた特別の事情によるものであること

を主張していないのであるから、本件賦課処

分が法 73条の 21第 1項ただし書に違反する

違法がある旨の主張としては失当というべき

である。」と判示し、原判決を破棄し、原告の

控訴を棄却した。 
このように本最高裁判決は、上記の A 見解

を採用したものである。そして、その理由に

ついて、「まず、法 73 条の 21 第 1 項ただし

書が特別の事情として例示する『増築、改築、

損かい、地目の変換』は、事柄の性質上固定

資産税の賦課期日後に生じたものに限られる

ことが明らかであろう。したがって、かかる

例示を受けた一般的な要件である『その他特

別の事情』についても同様に限定した解釈を

するのが同項ただし書の文理には副うものと

いえよう。このことに、右のような同項の趣

旨を併せ考えると、法は、登録価格によらな

いで、道府県知事が自ら固定資産評価基準に

よって価格を決定すべき場合を、固定資産税

の賦課期日の後に生じた特別の事情があり、

その結果不動産の取得時における価格とその

登録価格との間に隔差が発生した場合に限る

という立法政策を採ったものとみるのが相当

であろう。そして、本判決の指摘する固定資

産税の課税標準に関する法制、とりわけ、予

め自治大臣が告示をもって定めた固定資産評

価基準によって価格を評価すべきものとされ

ている点、固定資産の納税者はこの価格に不

服のある場合は審査の申出をし、更には審査

決定についての取消訴訟を提起することがで

きるものとされている点にかんがみると、登

録価格をもって不動産の取得時における適正

な時価を超えないものとみることも、一般的

には首肯し得るところであるから、右のよう

な立法政策にも、不動産取得税の課税標準で

ある不動産の価格を『適正な時価』とする法

の建前との整合性が保たれているというべき

であろう。また、不動産の取得者は、取得の

前に登録価格を知り得るのであり、そのよう

な登録価格の付せられた不動産を取得するこ

とを自ら決したのであるから、これに対し登

録価格を課税標準として課税をしても、予期

し得ない負担を強いるものではない。加えて、

不動産の取得は日々厖大な件数に上るので、

逐一それらの時価を評価して課税標準を決定

すべきこととするのは、租税執行上煩に堪え

ないところである（判タ 853 号 122 頁、判時

1499 号 59 頁）。これらのことをも併せて考

慮すると、右のような立法政策には、優に合

理性が認められるものというべきである。」と

の解説がある(33)。先に筆者の見解は示したと

おりであり、前段部分の考え方は、基本的に

一致しているが、①すべての固定資産税の納

税者が、登録価格に不服がある場合に審査の

申出、さらには取消訴訟を提起するとは考え

られず、②不動産の取得者はその取得の前に

登録価格を知り得た上でその不動産を取得し

たとしても、取得者自身は全く争う手段がな

いというのはおかしいし、③この問題はもと

もと不動産の課税標準たる不動産の価格は、

適正な時価でなければならないことからする

と、後段部分の考え方にはやや疑問が残ると

ころである。 
これら 2 つの最高裁判決により、地方税法

第 73 条の 21 第 1 項（但書）にいう「特別の
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事情」及び「当該固定資産の価格により難い

とき」の内容が明らかとなったが、その後、

東京地裁平成 9 年 12 月 26 日判決では、これ

らを取り入れ、「法 73 条の 21 第 1 項ただし

書にいう『当該固定資産の価格により難いと

き』とは、当該不動産につき、固定資産税の

賦課期日後に増築、改築、損壊、地目の変換

その他特別な事情が生じ、その結果、右登録

価格が当該不動産の適正な時価を示している

ものとみて、右登録価格を不動産取得税の課

税標準とすることが公平な税負担という観点

からみて看過できない程度に不合理と認めら

れる事態に至った場合をいうものと解するの

が相当である（最高裁平成 4 年（行ツ）第 196
号平成 6 年 4 月 21 日第一小法廷判決・判例

時報 1499 号 59 頁参照）。・・・右ただし書に

いう『特別の事情』には、当該不動産自体に

物理的変動があった場合はもちろん、都市的

諸施設の整備など当該不動産の価格に直接影

響を与えるような周辺環境の著しい変動が

あった場合が含まれるほか、賦課期日後に生

じた地価の著しい下落といった事情も含まれ

得るものと解されるが、地価の下落により当

該不動産の取得時の時価が登録価格を下回っ

たというだけでは、右ただし書にいう『当該

固定資産の価格により難いとき』に該当する

ということはできず（最高裁昭和 46 年（行

ツ）第 9 号昭和 51 年 3 月 26 日第二小法廷判

決・判例時報 812 号 48 頁参照）、賦課期日後

の地価の下落により、当該不動産の取得時に

おける時価とその登録価格に乖離が生じ、そ

れが公平な税負担の観点からみて看過できな

い程度に達した場合に初めて、右ただし書に

いう『当該固定資産の価格により難いとき』

に該当することになるものというべきであ

る。」と判示した。 
この判示内容を登録免許税に置き換えてみ

ると、登録免許税における登録免許税法施行

令附則第 4 項に規定する「特別の事情」にお

いても、「当該不動産自体に物理的変動があっ

た場合はもちろん、都市的諸施設の整備など

当該不動産の価格に直接影響を与えるような

周辺環境の著しい変動があった場合が含まれ

るほか、賦課期日後に生じた地価の著しい下

落といった事情も含まれ得るもの」と解すこ

とができると考える。ただし、「賦課期日後に

生じた地価の下落により、当該不動産の取得

時における時価とその登録価格に乖離が生じ、

それが公平な税負担の観点からみて看過でき

ない程度」とは具体的にはどの程度のことを

指すのであろうか。東京地裁平成 9 年 12 月

26 日判決では、課税の適正が損なわれないよ

う十分な法律上の手当て（土地の価格を 3 分

の 2 とする）がされているから、30％程度の

下落はこれに当たらないと判断しているよう

に考えられることから、相当激しい下落が短

期間に生じた場合に限られるのであろう。 
地方税法第 73 条の 21 第 1 項（但書）にい

う「特別の事情」及び「当該固定資産の価格

により難いとき」が何を意味するかという議

論に逸れてしまったが、同法第 73条の 13は、

「不動産取得税の課税標準は、不動産を取得

した時における不動産の価格（適正な時価）

とする。」としていることから、上記の議論と

は別に、そもそも登録価格（台帳価格）が「適

正な時価」でない場合、道府県知事は、当該

価格により当該不動産に係る不動産取得税の

課税標準となるべき価格を決定してもよいの

か（仮に、「適正な時価」でない場合には、そ

のこと自体を争いの対象とすることができる

のではないか）ということが最も重要な論点

なのではないだろうか。 
 

おわりに 

まず、自動確定方式の租税である登録免許

税の課税標準について、常に算定することが

困難な不動産の時価を原則とすることによる

問題が実際に存在し、その困難さを補うべく

台帳価格を基礎として政令で定める価額によ

ることができるとしているにも関わらず、こ
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の問題が解決されていないことは、本稿で取

り上げた裁決事例の検討内容を見ても明らか

となったといえよう。 
次に、なぜ解決されていないかを明らかに

するために、裁決事例を場合分けして検討し

た結果、土地については、①台帳価格が何ら

かの理由（例えば、地積や地目の誤り）によ

り時価を超えていたが是正されなかったこと、

②台帳価格がなく登記官の認定した価額が固

定資産評価基準に基づいて算定されなかった

こと、また、建物については、③認定基準表

の作成に当たり選定された建物の状況と類似

していないにもかかわらず、登記機関が認定

基準表に基づき価格を算定していたことが、

主な原因であることが明らかとなった。 
ここで重要なことは、登記免許税について

簡易迅速な処理が必要とされることは当然の

ことであるが、だからと言って登記官が、登

録免許税は「不動産の時価」を原則としてい

ること、また、課税標準統一などのため台帳

価格を基礎としていることから、台帳価格の

基となる固定資産評価基準を順守すべきであ

ることを忘れてはならないということである

（このことは納税義務者においても同様であ

る。）。 
しかしながら、登記免許税について簡易迅

速な処理が求められ、登記官は実際の土地や

建物の評価作業に携わっているわけでもない

ことから、過大な負担を課すことは登記実務

上無理があるとも考えられることから、現実

的な解決策を考えるのであれば、本稿の中で

は特に建物について述べたが、台帳価格をそ

のまま利用できず、独自に様々な調査をしな

いと価格が算定できないような場合には、地

方税当局にその物件（建物に限定することな

く土地についても）の台帳価格の算定を依頼

し、依頼を受けた地方税当局がその土地又は

建物の価額を算定し、その価額を課税標準と

して使用するような仕組みを新たに設ければ、

争いとなる件数はかなり減少するのではない

だろうか。地方税当局は、仮に、土地又は建

物の台帳価格に誤りなどがあったとしても不

服申立ての制度があるのだからと主張するか

もしれないが、本稿の中で述べたとおり、年

の途中で不動産を取得した者は審査申出が必

ずしもできるわけではなく、次年度にはその

土地建物の台帳価格を是正しなければならな

いのであることからしても、是非、このよう

な仕組みが一日も早く実現することに期待し

たい。 
また、台帳価格を課税標準としている不動

産取得税においても基本的には登録免許税と

同様な問題が存在していると考える。規定の

仕方が多少異なることは、本稿で検討したと

おりであるが、このことで抜本的な解決が図

られているとは考えられないことから、上記

の登録免許税と同様な解決策が必要であると

考える。 
  

                                                      
(1) 流通税は、権利の取得・移転をはじめ各種の経

済取引又はその表現たる行為に担税力を認めて

課される租税である。主な流通税としては、登録

免許税以外に、印紙税、不動産取得税等がある。 
(2) 金子宏『租税法（第 19 版）』708 頁以下（弘文

堂、平成 26 年）。 
(3) 槇二葉法務事務官「登録免許税に関する争訟事

件の諸問題について」法務研究報告書第 89 集第

2 号 39 頁（平成 14 年）。 
(4) 樋山廣業『登録税法・營業税法注釋』5 頁（大

阪：吉岡書店、明治 29 年）。ほかに、当時の登録

税法を解説したものに、稲垣仙次郎、児玉右二合

『登録税法通解』（明輝社、明治 29 年）、福田正

巳『登録税法営業税法義解』（山上書舗、明治 29
年）などがある。 

(5) 後藤喜一「登録免許税法について」週刊税務通

信 978 号 23 頁（昭和 42 年）。 
(6) 柿谷昭男「改正登録免許税問答」税理 10(9)号
特集・42 年度改正税法の解説シリーズ 3、58～
75 頁（昭和 42 年）。 

(7) この規定が憲法 14 条に違反しないとした例と

して、大阪地裁昭和 53 年 4 月 18 日判決・訟務
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月報 24 巻 8 号 1686 頁（控訴審：大阪高裁昭和

53 年 8 月 25 日判決、上告審：最高裁昭和 54 年

6 月 18 日第二小法廷判決）がある。 
(8) 前掲注(3) 31頁では、「法附則第7条の規定は、

登記申請人において、台帳価格以外の根拠をもっ

て法 10 条 1 項の不動産の価額を課税標準として

登記申請をすることを禁ずる趣旨のものとまで

はいえない。そうだとすると、当該課税標準を登

記官が正当な時価と認め登記することを禁ずる

趣旨のものとまでもいえないというべきであろ

う。」と説明している。 
(9) この台帳重視説に対し、どのような場合でも台

帳価格によるべきとする考え方を「台帳説」、時

価によっても、台帳価格によってもよいとする考

え方を「選択説」と呼ぶこととする。 
(10) 固定資産評価基準（昭和 38 年 12 月 25 日自治

省告示第 158 号）。 
(11) 国税庁「平成 6 年改正税法のすべて」310 頁。

なお、この負担調整措置の規定は、平成 6 年法律

第 22 号による租税特別措置法の一部を改正する

法律（措置法改正）で第 84 条の 3 として新たに

設けられ、平成 8 年法律第 17 号による措置法改

正で第 84 条の 2 に、平成 9 年法律第 22 号によ

る措置法改正で第 84 条の 3 に、平成 10 年法律

第 23 号による措置法改正で第 84 条の 4 に、平

成 12 年法律第 13 号による措置法改正で第 84 条

の 5 になった。 
(12) 平成 6 年法律第 22 号租税特別措置法の一部を

改正する法律の附則第 24 条第 9 項は、「新法第

84 条の 3 に規定する不動産の登記が平成 6 年 4
月 1 日から平成 8 年 3 月 31 日までの間に受ける

ものである場合については、同条中『百分の五十』

とあるのは、『百分の四十』として、同条の規定

を適用する。」と規定した。 
(13) 前掲注(3) 32～33 頁。 
(14) 本裁決と同様な裁決事例には、平 24.12.5 裁決

（裁決事例集 NO.89）がある。 
(15) 本裁決と同様に時価検証している裁決事例に

は、平 24.4.26 裁決（裁決要旨のみ公表）がある。 
(16) 画地計算法とは、固定資産評価基準において、

それぞれの画地の奥行、間口、形状、街路との接

し方等が宅地の価格に影響を与えるため、各画地

におけるこれらの要素が標準画地において想定

されるこれらの要素とどのように異なるかを計

                                                                         
算するためのもので、①奥行価格補正割合法、②

側方路線影響加算法、③二方路線影響加算法、④

不整形地、無道路地、間口が狭小な宅地等評点算

出法をいう。 
(17) 平 21.8.25 裁決（裁決要旨のみ公表）でも、請

求人は、「本件各土地の一筆ごとに固定資産評価

基準に基づいて評価した請求人主張価額を不動

産の価額とすべきである旨主張」したが、本件各

土地の台帳価格は固定資産評価基準に沿ったも

のであり、このことに関する請求人の主張には理

由がないと判断している。 
(18) 同様な裁決事例には、平 15.3.24 裁決（裁決事

例集 NO.65）と平 17.5.10 裁決（裁決要旨のみ公

表）がある。平 17.5.10 裁決では、「原処分庁は、

固定資産課税台帳に登録された価格のない本件

土地に係る登録免許税の課税標準の額の認定に

当たり、近傍の宅地の 1 ㎡当たりの固定資産課税

台帳に登録された価格に本件土地の面積を乗じ

て算定しているが、本件土地は不整形及びがけ地

等の特殊事情を有する土地であるので、本件土地

が有する特殊事情について所要の調整を行った

上で、本件土地の登録免許税の課税標準の額及び

税額を算定するのが相当である。」と判断してい

る。 
(19) 同様な裁決事例には、平 14.5.30 裁決（裁決事

例集 NO.63）がある。 
(20) 同様な裁決事例には、平 17.9.29 裁決（裁決事

例集 NO.70）がある。 
(21) 新築建物課税標準価格認定基準表は、民事局

（本省）からの指示（通達）に基づき、全国の法

務局（地方法務局）で作成されている。 
(22) 同様な裁決事例には、平 13.3.8 裁決（裁決事

例集 NO.61）と平 14.11.22 裁決（裁決事例集

NO.64）がある。 
(23) 近隣地域とは、対象不動産の属する用途的地域

であって、より大きな規模と内容とを持つ地域で

ある都市あるいは農村等の内部にあって、居住、

商業活動、工業生産活動等人の生活と活動とに関

して、ある特定の用途に供されることを中心とし

て地域的にまとまりを示している地域をいい、対

象不動産の価格の形成に関して直接に影響を与

えるような特性を持つものである。（不動産鑑定

評価基準第 6 章第 1 節Ⅱ1.⑴用途的地域） 
(24) 取引事例比較法とは、まず多数の取引事例を収
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集して適切な事例の選択を行い、これらに係る取

引価格に必要に応じて事情補正及び時点修正を

行い、かつ、地域要因の比較及び個別的要因の比

較を行って求められた価格を比較考慮し、これに

よって対象不動産の試算価格を求める手法をい

う。 
(25) このように判断した裁決事例には、平 12.6.14
裁決と平 14.10.7 裁決（いずれも裁決要旨のみ公

表）がある。 
(26) 地方税法第 432 条第 1 項の規定により、固定

資産の納税者（又は代理人）は、固定資産課税台

帳（補充課税台帳）に登録された価格（評価額）

に不服がある場合、固定資産評価審査委員会に審

査の申出（審査申出）をすることができる。なお、

この審査申出をすることができる期間は、固定資

産課税台帳に価格（評価額）等の登録をした旨の

公示があった日（例えば、4 月 1 日）から納税通

知書の交付を受けた日後 60 日以内である。 
(27) 審査申出期間後に提出された審査申出書は、不

適法なものとして却下される。 
(28) 地方税法第 73 条は、「時価」ではなく「適正

な時価」としているが、時価とは、客観的な交換

価値をいうと解されており（最高裁平成 16 年 10
月 29 日第二小法廷判決）、両者の相違はあまりな

いと考える。 
(29) 最高裁平成 16 年 10月 29 日第二小法廷判決は、

「法 73 条の 21 第 2 項に規定する固定資産課税

台帳に固定資産の価格が登録されていない不動

産等については、同項に基づき評価基準によって

決定された価格が適正な時価を上回る場合には

その決定された価格に基づいてされた賦課決定

処分は違法となる。」と判示している。このこと

からすれば、台帳価格が時価を上回る場合にも、

違法な課税となるであろう。 
(30) ②については、「法 73 条の 21 第 1 項は、・・・

客観的に適正な時価に一致するかどうかを問わ

ず、形式的に固定資産課税台帳の登録価格による

べきものとしているのは違憲であると主張する

のに帰着するものであるところ、このような主張

は、ひっきょう、憲法上法律に委ねられた租税に

関する事項の定立について、特定の法律における

具体的な課税標準の定めに関する立法政策上の

適不適を争うものにすぎず、違憲の問題を生ずる

ものではないことは当裁判所昭和 28 年（オ）第

                                                                         
616 号同 30 年 3 月 23 日大法廷判決（民集 9 巻 3
号 336 頁）の趣旨に徴し、明らかである。」と判

示した。 
(31) 長屋文裕「地方税法 73 条の 21 第 1 項ただし

書にいう『当該固定資産の価格により難いとき』

の意義」判例タイムズ 882 号 300 頁（1995.9.25）。 
(32) 大分地裁平成 3 年 12 月 24 日判決は、「法は、

道府県知事が不動産取得税の課税標準である不

動産の価格を決定するについては、・・・課税標

準たる価格を争うことはできないものと解され

る（最高裁昭和 51 年 3 月 26 日第二小法廷判決・

裁判集民事 117 号 309 頁参照）。」とした上で、

「もっとも、当該不動産の固定資産税の課税標準

である固定資産の価格の決定に重大な錯誤があ

るなどの重大な瑕疵があって、右決定が無効であ

る場合には、右登録価格によってした不動産取得

税の賦課処分は違法となるから、不動産取得税の

納税者は、右賦課処分の取消訴訟において、右登

録価格の決定が無効であることを主張して課税

標準たる価格を争うことができると解される。次

に、右の規定に徴すると、法 73 条の 21 第 1 項

但書所定の事由は、当該不動産について固定資産

課税台帳の登録価格決定後に増築、改築、損かい

その他経年以外の要因による物理的変動や社会

環境の著しい変動が生じ、そのために当該不動産

の価格が固定資産課税台帳の登録価格に比して

著しく変動したことをいうものと解すべきであ

る。」と判示した。 
(33) 前掲注(31)301 頁では、本判決の位置付けの一

つとして、「本判決は、51 年判決等のこれまでの

最高裁判決の判文による限り、反対説に立つ余地

もあった法 73 条の 21 第 1 項ただし書の事由に

つき、固定資産税の賦課期日後に生じた事情によ

る場合に限られることを明らかにしたものとし

て重要な意義を有する。」とも述べている。 
 


